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概要書
2000 年以降、金融資本市場を含む経済社会の急激な変化等を背景として、日本の企業会
計制度は、大きく変革しつつある。また、2007 年秋以降の世界的な金融危機により、銀行
などの金融機関規制のあり方についても、規制の枠組みやその手法の見直し等が議論され
ている状況にある。
本論文では、こうした状況を踏まえ、2000 年以降の日本における企業会計制度や銀行規
制の変革が、何を契機に如何なる理由で始まったのか、また、変革の過程において、企業
会計制度と銀行規制とが、それぞれどのような役割を果たしてきたのかを検討することを
目的の一つとしている。そして、これらの検討を通じて、企業会計制度と銀行規制との関
連性や、その関連性から必要となる両者の連携のあり方等についても検討することとした。
本論文の具体的な構成は、まず第 1 章において、企業会計制度と銀行規制それぞれの目
的を明らかにし、目的の違いから導かれる両者の（規範的な）関係を仮説として位置付け
ている。すなわち、企業会計制度は、その目的である投資家の意思決定に有用な情報提供
を行うために、「意思決定との関連性」及び「信頼性」といった特性を満たすような会計
情報を提供している。一方、銀行規制は、信用秩序の維持や預金者保護などの異なる目的
を達成するために、保守性あるいは保守的思考といった特性を有している。こうした目的
や特性の違いから両者の関係は、銀行規制が企業会計制度の提供する会計情報を前提とし
つつも、必要な加工を行ったうえでそれを利用するという関係にあることを導き、それを
仮説として位置付けたのである。
次に第 2 章以下では、金融ビッグバン以降の歴史的な事実に則して両者の変革の状況を
確認している。そして、それぞれが行ってきた変革の事実が、第 1 章で仮説として位置付
けた両者の関係に沿うものであったか検討している。その際、企業会計制度については、
特に「金融商品会計」及び「税効果会計」に焦点を当てるとともに、銀行規制については、
自己資本比率規制を中心に確認することとした。
具体的には、金融ビッグバン自体を取り上げた第 2 章では、1999 年 1 月に公表された
「金融商品に係る会計基準」が、企業会計制度の目的である投資家への情報提供を重視し
て設定されたものであったことなどを確認している。また、銀行規制も、「バーゼルⅠ」
の本格適用から「早期是正措置」の導入にいたる過程の確認を通じて、自己資本比率規制
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上の資本の定義や資産（リスクアセット）の評価について、企業会計制度の提供する会計
情報を前提としつつも、独自の目的に照らして必要な加工を行ったうえで利用していたこ
となどを確認している。
また、1998 年 10 月に公表された「税効果会計に係る会計基準」が、企業会計と税務と
の差異の調整を図るために、企業会計制度が対応した例であることを確認している。その
際、同基準の早期適用を巡り、自己資本比率が低下していた当時の銀行への配慮について
も検討している。その当時、銀行規制が、不良債権問題の解決と金融システムの安定化を
同時に達成するために、同基準の早期適用を望んでいたとは考えられるものの、会計情報
が企業会計と税務との差異により企業の財務実態を的確に表さない状況であれば、それを
早期に是正することは企業会計制度として当然行うべき対応であり、両者の協調的な関係
の結果であると結論付けている。
続いて第 3 章では、2000 年から 2007 年までの状況を取り上げている。その前半時期は
銀行の不良債権問題が経済上の大きな問題とされた時期であり、銀行規制は、保守性ある
いは保守的思考といった特性を強めつつ、不良債権処理を推進していった。一方、企業会
計制度は基本的に自らの目的に照らし必要な対応を行ったと考えられるものの、貸倒引当
金の DCF 法に関して、将来キャッシュ・フローの見積りの不確実性をより保守的に検証
する旨の監査上の留意事項を公表したことを確認している。これについては、投資家への
情報提供という企業会計制度の目的から必要となる対応であったとは説明し難いと結論付
けている。
また、この時代の後半時期において経済上の大きな問題となっていた繰延税金資産の回
収可能性について、銀行規制は、自己資本比率規制上の算入の適正化などに取組んでおり、
自らの目的を踏まえて会計情報に必要な加工を行ったことを確認している。一方、企業会
計制度は、繰延税金資産を保守的に、あるいは、慎重に計上すべき旨の文書を公表してお
り、これについても、貸倒引当金の DCF 法と同様、企業会計制度の目的から必要となる
対応であったとは説明し難いと結論付けている。もっとも、企業会計制度が投資家への情
報提供という自らの目的に沿った対応を行った事例があることも確認している。
第 4 章では、2007 年秋に始まった世界金融危機以降の状況を取り上げている。ここで
は、危機に際して緊急的に行った対応と、危機を踏まえた制度の再設計に関して検討して
いる。緊急的な対応として企業会計制度は、「金融資産の時価の算定」に関する再確認の
実施（実務対応報告第 25 号）や、「債券の保有目的区分の変更」に関する当面の取扱い
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の設定（実務対応報告第 26 号）を行っている。このうち後者については、一定期間の経
過後、当該取扱いを現行基準に戻していることなどから、企業会計制度の目的に照らして
必要な対応を行ったとは考えられないと結論付けている。
一方、銀行規制は、自己資本比率規制の一部弾力化として、その他有価証券評価差額金
に関する取扱いを当面の間、現行基準から変更するなどの対応をとっている。こうした取
扱いの変更は、銀行規制の目的として信用秩序の維持や預金者保護のほか金融の円滑化も
ある中で、それらを同時に達成することを意図した総合的な判断であり、銀行規制が会計
情報を前提に必要な加工を行ってそれを利用した例であると結論付けている。
また、制度の再設計に関して銀行規制は、「バーゼルⅢ」として新たな自己資本比率規
制の枠組みを導入しようとしているが、そのうち「普通株等 TierⅠ」に「その他の包括利
益累計額（AOCI）」を含むことの是非について検討している。このことは、自己資本比
率規制のもつプロシクリカリティを抑制するという観点や、自己資本比率規制上の自己資
本の変動性を小さくすべきとの観点からは妥当ではないと結論付けている。
これらを踏まえ第 5 章では、企業会計制度と銀行規制に関する歴史的事実から明らかに
なった両者の関係が、第 1 章で仮説と位置付けた関係と概ね整合的であったと結論付けて
いる。
ただし、両者の目的の違いにより、本来、銀行規制において会計情報に必要な加工を行
って利用すべき場合に、企業会計制度のほうが銀行規制に配慮しているかのような対応を
とった事例も確認されたことから、その理由を検討し、企業会計制度の独立性、あるいは、
中立性の観点から改善の必要があるとしている。また、銀行規制も、企業会計制度の提供
する会計情報についての十分な理解がないまま、それを加工せずに利用する決定を行った
事例も確認されたことから、そうした問題を惹起しないために、企業会計制度の目的を十
分に理解したうえで、必要となる加工がないか不断の見直しを行う必要があるとしている。
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序章 はじめに
2000 年以降、金融資本市場を含む経済社会の急激な変化等を背景として、日本の企業会
計制度は、企業会計基準委員会（以下、「ASBJ」という。）による多数の会計基準の設定・
改訂や、討議資料としての概念フレームワークの公表のほか、近年の国際的な会計基準へ
のコンバージェンスの動きなど、大きく変革しつつある。
また、2007 年秋以降、米国サブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機によ
り、金融機関の経営環境が大きく変化する中、銀行などの金融機関規制のあり方について
も、規制の枠組みやその手法の見直し等が議論されている状況にある。
本論文では、こうした状況を踏まえ、2000 年以降の日本における企業会計制度や銀行規
制1の変革が、何を契機に如何なる理由で始まったのか、また、変革の過程において、企業
会計制度と銀行規制とが、それぞれどのような役割を果たしてきたのかを検討することを
目的の一つとする。そして、これらの検討を踏まえ、企業会計制度と銀行規制との関連性
や、その関連性から必要となる両者の連携のあり方等についても考察したいと考えている。
次に、本論文の全体の構成と概要を示したい。まず第 1 章において、企業会計制度の目
的・役割と、金融機関規制の目的・役割を整理するとともに、その共通点や相違点を明ら
かにしたいと考えている。その際、企業会計制度は、投資家の意思決定に有用な情報を提
供することを目的とするという観点から検討し、金融機関規制は銀行規制の観点から検討
することとする。そして、両者の目的・役割から理論的に導かれる両者の（規範的な）関
係を整理し、そうした関係を本論文における仮説と位置付けることとする。
その上で、第 2 章から第 4 章において、金融ビッグバン、あるいは、その後の変革状況
（歴史的事実）を時系列に沿って取り上げ、両者が果たしてきた役割を確認するとともに、
両者の関係が実際にはどのようなものであったかを、特に「金融商品会計」及び「税効果
会計」に基づき確認することとする。
具体的には、まず第 2 章において、現在の企業会計制度や銀行規制の土台になっている
と考えられる金融ビッグバンを取り上げ、その内容やコンセプトを明らかにするとともに、
金融ビッグバンにおいて行われた、会計基準等の設定・改訂といった企業会計制度の動向
1 本稿では、銀行のほか信用金庫や信用組合等を含めた預金取扱金融機関全体に関する規制を
念頭に議論を行うが、記載の便宜上、これらに対する規制を「銀行規制」ということとする。
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と、バーゼル合意（BIS 規制）2の導入・見直しといった銀行規制の動向を確認する。次に
第 3 章においては、金融ビッグバンから今般の世界金融危機までの間（2000 年から 2007
年頃）における企業会計制度と銀行規制との動向を確認する。ここでは、金融ビッグバン
を通じて設定された会計基準の改訂や運用の見直しの状況を確認することを通じて、実際
の両者の関係がどのようなものであったかを確認したい。そして第 4 章において、今般の
世界金融危機以降における企業会計制度と銀行規制との動向を確認する。ここでは、世界
金融危機を踏まえ、既に実施された取組みについて確認するほか、現在進行形で進んでい
る両者の取組みについても可能な限り取り上げていきたい。
最後に第 5 章において、本論文のまとめとして、第 2 章から第 4 章における事実の確認
を通じて明らかにする実際の両者の関係が、第 1 章において仮説と位置付けた（規範的な）
関係と一致しているのか、仮に一致していない場合には、相違の程度やその理由等を検討
することとする。
2 1988 年にバーゼル銀行監督委員会（Basel Committee on Banking Supervision、以下、「バ
ーゼル委員会」という。）が取りまとめた自己資本比率規制の国際基準。バーゼル委員会は BIS
（国際決済銀行）から事務局機能の提供を受けているものの、バーゼル委員会自体は BIS の一
部局ではない。したがって、いわゆる「BIS 規制」についても、「バーゼル合意」と呼ぶほう
が正確である。[氷見野 2005]
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第 1 章 企業会計制度と銀行規制の目的
第 1 節 企業会計制度の目的
企業会計の機能には、投資家による企業成果の予測と企業価値の評価に役立つような企
業の財務情報を開示するという情報提供のほか、配当規制や課税所得計算などの社会的利
害調整、あるいは、会計情報を利用した私的契約支援があるとされている。本節では、こ
れらを踏まえて、企業会計制度の目的について整理することとする。
第１項 情報提供目的
財務報告の主な目的とされている投資家への情報提供、すなわち、投資家が企業の不確
実な成果を予測するのに有用である情報を提供すること（意思決定有用性）については、
企業が財務情報を作成して投資家に私的な情報を提供する必要性があることを、ディスク
ロージャー制度の意義と絡めて説明される3。
企業経営者と投資家との間には、経営者は企業の内部情報を詳しく知っているが投資家
はよく知らないという「情報の非対称性」が存在しており、そうした状況のもとで情報開
示が不十分にしか行われないと、投資家の疑心暗鬼を招き、企業による円滑な資金調達が
妨げられることにもなりかねない。このため、そうした情報の非対称性を緩和し、資金調
達を円滑に行えるよう、企業経営者に情報の開示を促進させるのがディスクロージャー制
度の存在意義だというのである4。
では、そうしたディスクロージャー制度のもとで、どのような情報が投資家にとって有
用なのであろうか。
投資家は、不確実な将来キャッシュ・フローへの期待のもとに、自らの意思で自己の資
金を企業に投資している。このような投資家が欲している情報とは、将来の不確実なキャ
ッシュ・フローの予測に資するもの、すなわち、企業が資金をどのように投資し、実際に
どれだけの成果を上げているかという、投資の成果を示す利益情報であろう。また、企業
の収益性（効率性）を知るために、投資の成果である利益の絶対的な大きさのみならず、
それを得るためにどの程度の投資を行ったのかを示すストック情報も重視される。
3 ASBJ の討議資料「財務会計の概念フレームワーク 第 1 章 財務報告の目的」、参照。
4 ASBJ の概念フレームワークでは、情報の非対称性は自発的に解消されるが、それをより効
果的に行うためにディスクロージャー制度が必要だとする考え方を取っている。
なお、[岸田 2010]によると、金融商品取引法において情報開示が要求されるのは、情報が有
価証券価格に大きな影響を及ぼすからであり、その情報の完全性を確保するために、ディスク
ロージャー制度が必要であるとされている。
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したがって、ASBJ による討議資料「財務会計の概念フレームワーク」では、企業会計
制度の目的を投資家への情報提供としたうえで、その目的は、投資家の意思決定に資する
ディスクロージャー制度の一環として、投資のポジションとその成果を測定して開示する
ことにあるとされている。
その上で討議資料では、そうした目的を達成するにあたり財務情報が備えるべき質的な
特性について論じている5。そこでは、最も重要な特性は意思決定有用性であるものの、そ
れは具体性や操作性に欠けるとして、それを支える下位の諸特性を明らかにしている。具
体的には、意思決定有用性は、意思決定目的に関連する情報であること（意思決定との関
連性）と、一定の水準で信頼できる情報であること（信頼性）の 2 つの下位の特性により
支えられているとし、さらに、内的整合性と比較可能性が、それらを基礎から支えている
としている。
なお、後述する銀行規制において、その目的から必要となると考えられる保守性あるい
は保守的思考といった特性については、企業会計上も伝統的に定着してきたと考えられる
が、それは意思決定有用性とは別の観点のものであると位置付けられている6。
第２項 利害調整目的
企業が開示する会計情報は、投資家の企業評価に利用される一方で、他に利害をもつ
人々との利害調整にも使われる。
その代表例は、株主への配当を余剰としての利益ないし留保利益を基礎とする配当制限
の制度であり、それは債権者と株主との利害調整を図るものである。企業会計制度の目的
は、上述した通り、投資家の意思決定に有用な情報を提供することであるが、こうして開
示される利益情報は、投資情報としてのみならず、さまざまな目的のために、いわば「副
次的」に利用されている。それは、整備された制度に基づく情報を借りて加工したほうが、
目的が違う分だけレリバンスに欠けても情報コストを節約できるからである。
第 2 節 銀行規制の目的
[木下 1999]によると、銀行法と保険業法は、いずれも規制対象会社の財務の健全性に
5 ASBJ の討議資料「財務会計の概念フレームワーク 第 2 章 会計情報の質的特性」、参照。
6 ASBJ の討議資料では、「第 4 章 財務諸表の認識と測定」第 7 項の脚注において、発生の可
能性に関する判断が資産と負債の間で必ずしも対照的になされるわけではないという非対称
性の一部について、「伝統的に、投資家の意思決定に有用な情報の提供とは別の観点から保守
性あるいは保守的思考と呼ばれ、定着してきた」ものと説明されている。
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着目した規制体系をなしているのに対し、証券取引法（現在の金融商品取引法）は、証券
会社の行為に着目した規制体系をなしている。また、銀行法と保険業法との間でも、共通
の考え方もかなり存在するものの、銀行が決済システムの中核をなしていることなどによ
り、自ずから法目的に差異があるとされている。
本節では銀行規制に着目し、銀行規制が銀行の業務の公共性のために必要であり、銀行
法第 1 条に 3 つの具体的な目的、すなわち、信用秩序の維持、預金者等の保護、金融の円
滑を図ること、が掲げられていることを踏まえ、それぞれの目的について整理することと
する。
第１項 信用秩序の維持
現代の経済社会は信用社会であり、企業と企業との取引はもちろん、企業と家計、企業
と政府といった取引はすべて信用を媒介にして成り立っており、こうした社会を支えてい
るのが銀行等の金融機関である。
人々がある銀行を信頼しなくなれば、その銀行から預金を引き出し、他の銀行ないし自
分の手元に置こうとする行動、いわゆる取付けが一斉に起こる。取付けにより資金の細っ
た銀行が倒産し、その銀行に与信を行った他の銀行が連鎖的に倒産するという悪循環の輪
が廻り始めると、混乱は金融機関の分野に限定できなくなり、経済各分野、ひいては、一
国の経済全体が麻痺することになる。経済活動の停滞は失業の増大を招き、恐慌という極
めて深刻な社会問題に発展する。こうした悲劇に遭遇しないために信用秩序を維持する必
要がある。
また、金融は日々、生き物の血液のように機能し、その過程で各種のリスクが恒常的に
発生している。そのため、信用秩序が破綻する芽は何時でも随所にあり、また、それは人々
の心理的要因等によっても顕在化しかねない微妙なものである。そして、金融恐慌は連鎖
反応的に生じ、瞬く間に経済全体を席巻する性質のものなので、混乱が生じた後に司法的
な手段をもって事後救済を図ろうとしてもあまり実効性がないものでもある。こうしたこ
とは、有事のときは皆が過度ともいえるほど意識するが、平時のときは忘れがちである。
そのため、政府に対し、常時、信用秩序の維持に万全の配慮を払うことが要請されると考
えられる。
第２項 預金者保護
一般の人々は、日々の活動の中で所得を得、消費をなし、余分の金を生じればこれを金
融資産として運用する。そして、金融資産の極めて重要な部分をなすのが銀行預金である。
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その預金を銀行が貸付により運用したところ、貸付先が倒産し銀行が貸付元本を回収でき
ないこととなれば、預金者に対し元利金を返済する原資が存在しないという事態が生じる。
そのため、銀行の債権者たる預金者は、銀行の資産内容の健全性を確保することを欲し
ていると考えられるが、預金者は不特定多数であり、かつ、相互に横の連絡も結合もない。
こうした状況の中、国民生活安定のため、また、産業資金等の原資を確保するためにも、
一般の人々が安心して預金できる制度なり環境なりを整備し、預金者を保護する国家的枠
組みを造る必要があると考えられている。こうした考えから、銀行規制は、銀行の経営基
盤を確立し、銀行の資産内容の健全性を確保し、銀行の健全経営を通じて預金者保護を図
ることをその目的の一つとしている。
第３項 金融の円滑
家計、企業、政府といった個々の経済主体は資金調達を自己の内部で行うことができる。
しかし、自己金融だけではすべてを賄うことはできず、不足分は外部資金に頼らざるを得
ない。外部金融は、資金余剰者から資金需要者に対して行われるが、そのためには、需要
者と供給者とを結び付け資金の需給を調整する場と、その機能を担う機関の存在が必要で
ある。銀行は、一方で資金需要者に対して貸付を行い、他方では、そのための資金を資金
余剰者から預金の形で調達することにより、各経済主体の金融活動を仲介する信用組織の
中核をなすことを期待されている。こうした考えから、銀行規制は、銀行が資金仲介機能
を発揮し、各経済主体の間に立って金融の円滑に資することをその目的の一つとしている。
以上 3 つの目的、すなわち、信用秩序の維持、預金者保護、金融の円滑を実現するため
に銀行規制の有する特性としては、それらの目的を支える具体的な政策課題である銀行経
営の健全性を維持する観点から導かれる保守性あるいは保守的思考を挙げることができる
7と考えられる。
第 3 節 銀行規制における会計情報の利用
本節では、銀行規制における会計情報の利用の代表的なものである自己資本比率規制に
ついて、その概要を整理することとする。
7 この点については、例えば、[小山 2004]「第１章 銀行法の目的（銀行法第１条）ｐ55」に
よると、銀行法の論理は、銀行の公共性に照らして、上述した 3 つの目的を実現するために、
銀行の業務の健全な運用を期しているとし、その具体的な政策課題として銀行経営の健全性の
維持が掲げられている。そして、銀行経営の健全性とは、「預金者への責務が十分に果たせる
ように銀行経営者が将来の諸々の事態、特に楽観を許さないような事態を想定し、事前に資産
上の備えをするなど、万全の態勢を敷くことを要請する理念である」とされている。
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第１項 1988 年のバーゼル合意と自己資本比率規制の概要8
銀行規制上の重要な課題として位置付けられている信用秩序の維持と預金者保護を図
るためには、銀行の経営の健全性を維持する必要があり、自己資本比率はそれを判断する
際の基本的な指標と考えられており、自己資本比率規制は健全性確保のための手段として
重要な役割を果たすことが期待されている。
金融ビッグバン当時、日本における自己資本比率規制は、銀行の自己資本比率について
の国際的な基準である「バーゼル合意」に基づき実施されていた。それは 1988 年に合意
された「バーゼルⅠ」であり、その内容を単純化して表現すると、次のようになる。
この式は、最低比率（8％）、分子（自己資本）、分母（リスク加重資産）の 3 要素か
ら成り立っている。
このうち分子については、会計上の自己資本にかかわらず、さまざまな要素を計上する
ことが認められたが、自己資本として質の高い株主資本（貸借対照表上の資本勘定）を基
本的項目（TierⅠ）に区分し、それ以外の有価証券含み益、劣後債務、一般貸倒引当金な
ど質の低いものを補完的項目（TierⅡ）に区分し、後者には各種の算入制限が設けられた9
ほか、TierⅡ資本全体でTierⅠ資本と同額までしか算入できないこととされた。このため、
最低比率である 8％の半分の 4％までは、質の高い資本だけで達成することが求められて
いた。
また分母については、単なる総資産ではなくリスク加重資産とすることで、いざという
ときにはどれだけの損失が発生しうるかという銀行の有するリスクの規模が示されている。
ここでは、一般の事業法人向けの貸出金を標準的なリスクとみて、貸出金の額をそのまま
分母として計算し、金融機関向け債権は一般の事業法人向けの貸出に比べればリスクが 5
分の 1、住宅ローンは半分と評価された（「表 1 分母（リスク加重資産）の計算にあた
っての掛け目（リスクウェイト）」参照）。
8 [氷見野 2005]、参照。
9 例えば、期限付き劣後債務は TierⅠの 50％以内の算入とするほか、有価証券の含み益は、そ
の 45％までの算入とされた。
≧8％TierⅠ(株主資本) + TierⅡ(劣後債務、有価証券含み益等)－控除項目リスク加重資産（リスクアセット）
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表 1 分母（リスク加重資産）の計算にあたっての掛け目（リスクウェイト）
（出所）大蔵省告示第 55 号10より、筆者作成。
第２項 日本における自己資本比率規制の現状
大蔵省銀行局は、当初、バーゼル合意を行政指導の形で国内規制化した（1988 年 12 月
に行われた大蔵省銀行局長通達の改正）。その後、金融制度改革法（1992 年 6 月成立）
によって、銀行法に経営諸比率規制に関する条文（銀行法第 14 条の 2）が新設され、1993
年 4 月から施行された。
ただし、その趣旨は、基準が達成できなかった場合には当該銀行の経営の健全性に問題
があることが明らかになるということにとどまり、すぐに法令違反の状態が発生するわけ
ではないとされていた。さらに、規制当局はその他の状況も加味して当該銀行の健全性が
大きく損なわれているかどうかを判断するので、基準未達成は銀行法第 26 条の処分発動
の一つの要因にはなっても、そのまま直ちに処分に結び付くわけではないとされていた。
こうした、規制当局に一定の判断の余地を認めた考え方は、1996 年に行われた銀行法第
26 条の改正で見直しの対象となった。すなわち、「早期是正措置」が導入されたのである
（詳細は第 2 章第 3 節第 2 項を参照）。
一方、バーゼル合意の内容についても 1988 年の当初合意以降、必要に応じて見直され
てきている。1996 年には、市場リスク11を自己資本比率規制の枠組みに取り込むための見
直しが行われ、1997 年末からトレーディング勘定で保有する金融商品の市場リスクに資本
賦課が求められることとなった（詳細は第 2 章第 3 節第 2 項を参照）。
さらに、1990 年代後半以降は、金融手法や金融商品が多様化する中で、より精緻なリス
ク評価が必要になったことなどを背景に、「バーゼルⅠ」の抜本的な見直しの検討が始め
10 現在の金融庁告示第 19 号に相当（2006 年 3 月改正）。
11 市場リスクとは、金利、株価、為替などの相場変動で損失を被るリスクをいう。
リスクウェイト 対象資産
0％ 現金、国債、地方債、OECD 加盟国の国債、等
10％ 政府関係機関債等
20％ 金融機関向け債権
50％ 抵当権付住宅ローン
100％ 一般の事業法人向け貸出
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られ、2004 年 6 月に「自己資本に関する新しいバーゼル合意」（バーゼルⅡ）が提示さ
れ12、現状、日本における自己資本比率規制も「バーゼルⅡ」の枠組みに沿ったものとな
っている。「バーゼルⅡ」では、「バーゼルⅠ」の基本的枠組みである信用リスクに対す
る自己資本比率規制の精緻化に加え、新たにオペレーショナルリスク13に対しても自己資
本を積むことが求められたほか、後述する「三本の柱」の導入により、包括的な銀行シス
テムの健全性基準が示された（詳細は第 3 章第 2 節第 2 項を参照）。
第 4 節 両者の（規範的な）関係 （小括）
上述した通り、企業会計制度の目的は、投資家の意思決定に有用な情報を提供する「情
報提供機能」を発揮することにあり、そのための特性として会計情報には、「意思決定と
の関連性」や「信頼性」が求められている。他方、銀行規制の目的は、信用秩序を維持し、
預金者の保護を図ること等にあり、そのための特性として銀行規制が用いる情報には、保
守性あるいは保守的思考が求められていると考えられ、両者は、それぞれに異なる目的、
特性を有しているといえる。
しかし、企業会計制度が提供する会計情報を必要な加工を行ったうえで利用するほうが
コストを節約できることから、銀行規制では、例えば、自己資本比率規制の元となる数値
情報などに会計情報を利用していると考えられる。このような利用は、ASBJ による討議
資料「財務会計の概念フレームワーク」でいうところの「企業会計制度が、さまざまな目
的で副次的に利用されている」ということに該当すると考えられる。
したがって、会計情報の利用に関する企業会計制度と銀行規制との関係は、企業会計制
度がその目的である投資家への情報提供のために作成する会計情報を、信用秩序の維持な
どの別の目的を有する銀行規制が、必要な加工を行ったうえで利用するという関係にある
と考えられる。こうした関係を前提にすれば、企業会計制度は、会計情報の利用者であり、
その特性として保守性あるいは保守的思考を有する銀行規制に制約されることなく、自ら
12 なお、実際の導入については、日本では 2007 年 3 月期から導入されたものの、欧州ではそ
の翌年度から、さらに米国では 2010 年末にようやく導入された。[藤田・野崎 2011]
13 バーゼル委員会では、オペレーショナルリスクの定義を、「内部プロセス・人・システムが
不適切であること、もしくは機能しないこと、または外性的事象が生起することから生じる損
失に係るリスクである。」とし、「この定義は法的リスクを含むが、戦略リスクと風評リスクは
含まれない。」としている。
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の目的を達成するために会計基準を設定、改訂すべきであるといえる14。他方、銀行規制
も、企業会計制度の目的や、それを踏まえた会計情報の特性を理解したうえで、自らの目
的に照らして必要な加工を行ったうえで会計情報を利用すべきであるといえる。
本論文においては、両者のこうした（規範的な）関係を仮説と位置付け、第 2 章以降に
おいて、金融ビッグバン、あるいは、その後の変革状況（歴史的事実）を時系列に沿って
取り上げ、両者が果たしてきた役割を確認するとともに、両者の関係が実際にはどのよう
なものであったかを、特に「金融商品会計」及び「税効果会計」に基づき確認することと
する。
14 なお、企業会計の機能といわれる、情報提供と利害調整について、両機能はいずれも企業会
計のもつ本来的な機能であり、企業会計が両機能のどちらかのみに資するということはないと
する考え方もある。本論文では、両機能を肯定しながらも、ASBJ の討議資料「概念フレーム
ワーク」などの考え方を踏襲し、投資家の意思決定に有用な情報を提供することを主要な目的
とし、利害調整における利用を副次的なものとして考えることとする。
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第 2 章 「金融ビッグバン－1996 年から 1999 年－」における企業会
計制度と銀行規制との関係
本章では、企業会計制度と銀行規制との動きを考察するにあたり、1990 年代後半に行わ
れた我が国の金融システム改革及び会計制度改革について、その当時の金融経済状況を踏
まえた改革の必要性や、その内容について整理することとする。
1996 年 11 月、当時の橋本総理大臣が提唱した「金融ビッグバン」は、日本経済が 21
世紀の高齢化社会においても活力を保っていくために、金融システムを優れたものへと変
革することを目的に始まった。その際、フリー、フェア、グローバルの 3 原則が唱えられ、
銀行、証券、保険を含む金融分野全般について、この 3 原則に照らして必要と考えられる
改革をすべて実行することとされた。
また、そのための手段として、市場の透明性・信頼性を確保しつつ、大胆な規制の撤廃・
緩和をはじめとする金融市場の改革を行うことにより、マーケットメカニズムが最大限活
用され、資源の最適配分が実現される金融システムを構築することを課題としていた。 翌
1997 年 6 月には、関係審議会15の報告書がまとまり、改革全体の具体的措置とスケジュー
ルが明らかになり、それに従って改革が実行に移された。
第 1 節 金融ビッグバン当時の金融経済情勢16
本節では、バブル17が発生した 1980 年代後半から、それが崩壊した 1990 年代の金融経
済情勢について簡単に触れるとともに、1990 年代後半の金融システム不安について概要を
整理することとする。
第１項 バブル発生時の金融経済情勢
1980 年代後半のバブル発生の過程では、一般諸物価や賃金が落ち着いた動きをたどるな
かで、株価と地価のみが突出して高騰した。株価は、1985 年 9 月のプラザ合意後の大幅
15 証券取引審議会、企業会計審議会、金融制度調査会、保険審議会、外国為替等審議会の 5 審
議会
16 本節については、経済企画庁「経済白書（平成 5 年版）」及び経済企画庁「経済白書（平成
10 年版）」を参照。
17 「バブル」とは一般に、資産価格がファンダメンタルズ（経済の基本的要因）から大幅にか
い離して上昇することを指す、とされている。したがって、バブルを検出するためには、まず
ファンダメンタルズから決まってくる資産価格の理論値を知らなければならず、それに関する
考え方も複数存在するが、本論文では深く立ち入らない。
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な金融緩和の下で急速に上昇し、1987 年 1 月末には日経平均株価は 2 万円を突破した。
その後、同年 10 月の米国市場での株価急落（ブラックマンデー）の影響を受け下落した
ものの、1988 年に入ると急回復に転じ、1989 年末には 3 万 8,915 円と史上最高値を記録
した。また、地価は、1983 年頃に東京都心の商業地から上昇が始まり、用途や地域の違い
によるタイムラグを伴いながら全国に波及18し、1990 年中頃にピークを迎えたと考えられ
ている。
こうした株価や地価の大幅な変動は、例えば、株価にとってのファンダメンタルズであ
る企業収益の大幅な増益基調や、地価のファンダメンタルズの 1 つと考えられる東京都心
部におけるオフィス需要の高まりといった、当時の好調なファンダメンタルズに沿った動
きとして、ある程度は説明することができる。
しかしながら、実際の資産価格はそれだけではとても説明できないほど上昇し、その要
因としては、価格上昇期待の自己増殖的膨張が考えられている。1980 年代後半、株価や地
価の上昇が大幅かつ継続的なものとなるにつれ、国民全体のなかに、さらなる値上がり期
待が高まっていき、「財テク」や「地上げ」などキャピタルゲインの獲得を目的とした投
資がブームとなった。このような自己増殖的な投機行動が、資産価格を経済のファンダメ
ンタルズからは考えられないような水準にまで上昇させたと考えるのである。
他方、同時期に積極化した金融機関の融資姿勢も、結果的に土地に対する投機行動をフ
ァイナンス面から支え、価格上昇期待に基づく投資行動を実現させることにつながったと
いう観点から、バブルの発生に大きな影響を及ぼしたと考えられている。1980 年代以降の
資金調達手段の自由化による大企業の銀行離れなどを背景に、銀行の不動産業向け貸出は
急増し、特に、1985 年後半から 1987 年にかけては、総貸出の伸び率を大幅に上回る伸び
率で増加したのである。
この当時の金融政策の運営をみると、公定歩合は、プラザ合意後の大幅な円高に伴う景
気後退のもとで 1986 年 1 月から 1987 年 2 月にかけて 5 回にわたり引き下げられ、その
後、景気の足取りは確かとなったものの、1989 年 5 月にいたるまで 2.5％の史上最低水準
に据え置かれた。また、長期金利も金融緩和や期待インフレ率の低下などを反映して大幅
に低下していた。
18 地価の高騰は、用途では、「商業地→住宅地」、地域では、「東京都心→東京圏→大都市圏→
地方圏」といった流れで、かなりのタイムラグを伴いながら波及していった。
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第２項 バブルの崩壊とその後の金融経済情勢
(1) 株価や地価の下落（バブルの崩壊）
第 1 項において確認したようなバブル状態にあった株価や地価に反転のきっかけを与
えたのは、基本的には金融環境の変化であったと考えられている。1989 年 10 月、12
月、1990 年 3 月とたて続けに実施された公定歩合の引き上げや、1990 年以降本格化し
た長期金利の上昇により株価は下落を始め、同年 3 月には、円安、債券安とあわせて「ト
リプル安」と呼ばれる状況が生じた。その後も、同年 8 月の湾岸危機の発生や、公定歩
合の更なる引き上げにより株価は大幅に低下し、同年 10 月において日経平均株価はピ
ーク時の約半分の 2 万円近くの水準まで下落した。
他方、地価のバブルが本格的に解消に向かったのは、1990 年前後にとられた、土地基
本法以降の税制面の見直し19や金利の引き上げ、土地関連融資の総量規制20の導入によ
るところが大きいと考えられている。実際に、1992 年 1 月の公示地価（全国全用途平
均）は、前年比▲4.6％の下落となり、その後、地価は下落のテンポを速め、翌 1993 年
1 月の公示地価は前年比▲8.4％の下落となった。
このように、ひとたび資産価格が下落しはじめると、今度はバブル発生とは逆のメカ
ニズムが作用しはじめ、値下り予測が投機的な需要を抑制し、それが需給を緩和させて
実際に価格を下落させることとなった。また、資産価格上昇時に両建てで増加させてき
た株や不動産などの資産と借入金等の負債を解消する動きも活発となり、含み益のある
株式や不動産についても売却する動きが見られ、売りが売りを呼ぶ形で、さらに資産価
格の下落を招くこととなったと考えられている。このように、もともと景気循環は存在
するものの、第 4 章で示すように、近年、企業会計制度や銀行規制が景気循環をさらに
後押しするプロシクリカリティ（景気循環増幅効果）への対処が、政策上の課題とされ
ている。
(2) バブル崩壊後の状況
バブル崩壊後、日本経済は、1993 年 10 月には景気回復過程に入ったものの、1995
年の円相場の急上昇や阪神大震災の影響などから足踏み状態になるなど、実質 GDP で
みた経済成長率は、1994 年度以降、対前年度比 2％程度とバブル期に比べ低成長を続け
19 1991 年 3 月の地価税の創設、土地譲渡益課税の適正化や土地の相続税評価の適正化、特別
土地保有税の全般的な見直しなどの措置が講じられた。
20 各銀行の不動産業向け貸出について、公的な宅地開発機関等に対する貸出を除き、その増勢
を総貸出の増勢以下に抑制するというもので、1990 年 4 月より実施された。
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た。さらに、1997 年度に入ると、消費税率引き上げによる駆け込み需要の反動や、株価
の下落、企業の倒産、さらに複数の金融機関の破綻等による金融システム不安の高まり
などによって景気は停滞し、1997 年度の経済成長率は対前年度比 0.0％となり、翌 1998
年度には、対前年度比▲1.5％とマイナス成長を記録した。
金融面をみると、低成長や景気の停滞が続く中で、マネーサプライは、1995 年以降、
対前年比で 3～4％程度増加し続け、また 1997 年秋からは、金融システム不安の増幅に
より金融機関の貸出態度の厳しさも増す中、日本銀行による潤沢な流動性供給が継続的
に行われた。
第３項 1997 年秋以降の金融システム不安の概要
1997 年 11 月に相次いで発生した、三洋証券、北海道拓殖銀行、山一証券の経営破綻を
受け、金融システムに対する不安が高まり、その影響が金融市場の各方面に現れた。三洋
証券の破綻では、戦後初めて無担保コール市場でデフォルトが発生し、資金の出し手の一
部が損害を被ったため、金融市場では信用リスクに対する警戒感が急速に高まり、市場金
利が上昇した。また、北海道拓殖銀行や山一証券が経営破綻するに至って、日本の銀行全
体に対しても、資金調達に対する上乗せ金利（ジャパンプレミアム）が発生、拡大し、1997
年 12 月には一時 1％を超える水準となった。
また、1997 年夏以降の株価下落の影響などにより、銀行の自己資本比率の余裕幅が小さ
くなったこともあって、銀行の融資姿勢が厳しくなり、資金繰りが苦しいとする企業が増
加し、いわゆる貸し渋りの問題が表面化した。
このような状況の中、政府は、金融システムの安定化に向けた取組みとして、1997 年
12 月には、銀行の自己資本比率算定上の保有株式の評価方法を、低価法から原価法と低価
法との選択制としたほか、いわゆる貸し渋りへの対策として、国内基準適用行については、
1 年間、早期是正措置の発動を猶予するなどの対応を公表した。また、1998 年 2 月には、
いわゆる金融安定化 2 法の成立といわれる、「預金保険法」の改正と「金融機能の安定化
のための緊急措置に関する法律」の制定とを同時に行い、預金保険機構の財政基盤を強化
するとともに、銀行の発行する優先株を引受けることを可能とした。こうした取組みによ
り、金融システムの安定化を図ったのである。
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表 2 バブル以降 2000 年までの金融業界を巡る主なできごと
８５年 ９月 プラザ合意。主要５カ国がドル高是正で協調
８７年１０月 ブラックマンデー。世界的に株が大暴落
８９年１２月 日経平均株価が史上最高値の 3 万 8,915 円
９１年 ６月 ４大証券会社の損失補填が発覚
９４年１０月 定期性預金に続き、普通預金などの金利も自由化
１２月 東京協和信用組合と安全信用組合が経営破綻
９５年 ４月 東京外為市場で円が１ドル＝79 円 75 銭の史上最高値（当時）を記録
８月 木津信用組合、兵庫銀行が破綻
９６年 ４月 東京三菱銀行が発足
６月 住専処理費用（6,850 億円）を盛り込んだ法案が成立
９７年 ４月 日産生命保険が破綻、生保では戦後初
７月 タイで通貨危機表面化、アジア各国に通貨危機広がる
１１月 三洋証券、北海道拓殖銀行、山一証券が破綻。金融不安広がる
９８年 ２月 金融安定化２法の成立
３月 大手銀行など 21 行に総額 1.8 兆円の公的資金注入を決定
４月 外為取引自由化など規制緩和が加速
日本銀行の独立性を強化した新日本銀行法が施行
６月 金融監督庁が発足。大蔵省から金融行政を分離
１０月 金融再生法、金融早期健全化法が成立、施行
日本長期信用銀行が破綻、一時国有化
１２月 日本債券信用銀行が破綻、一時国有化
９９年 ２月 日本銀行がゼロ金利政策を導入
３月 大手銀行など 15 行に総額 7.5 兆円の公的資金注入を決定
８月 第一勧業銀行、富士銀行、日本興業銀行が経営統合で合意
１０月 住友銀行とさくら銀行が合併で合意
００年 ７月 三和銀行と東海銀行、東洋信託銀行が統合で合意。
金融監督庁が金融庁に改組
８月 日本銀行がゼロ金利政策を解除
（出所）『朝日新聞』2005 年 10 月 2 日付朝刊より、筆者作成。
-16-
第 2 節 金融ビッグバンのコンセプトとその内容
第１項 金融ビッグバンのコンセプト21
本章第 1 節で述べたとおり、1996 年秋における金融ビッグバン構想当時、日本はバブ
ルの崩壊に伴う金融危機に直面していたが、住専（住宅金融専門会社）問題が一応解決し、
金融システム不安が解消されたと一時的にみられていた時期にあたっている（「表 2 バ
ブル以降 2000 年までの金融業界を巡る主なできごと」参照）。その時期において、グロ
ーバル化していた大企業等は、日本の金融システムが古色蒼然としたものであり、そのサ
ービス内容も乏しいことに対する不満を抱いていたという主張もある[池尾 2006]。
そうした状況下において、金融ビッグバンは、2001 年までに東京市場をロンドン、ニュ
ーヨーク市場並みの水準にまで引き上げ、金融の持つ仲介機能や決済機能をより活性化さ
せることにより、活力ある国民経済へ貢献することを目的に実施された。
そのコンセプトは、①利用者の選好が的確に反映される市場の形成を進めるとともに、
②次代を担う成長産業及び世界の国々に対する資金供給や、個人金融資産の効率的な運用
を進める、こととされた。
このようなコンセプトのもと、5 つの審議会において、金融システム改革に関する審議
が行われることとなった。各審議会において検討された主な審議事項は「表 3 金融シス
テム改革に関する 5 審議会の審議状況」の通りであった。
表 3 金融システム改革に関する 5 審議会の審議状況
審議会名 審議事項
証券取引審議会
○持株会社の活用、○仲介業者の参入・退出の円滑化、
○投資信託の利便性の向上、○業務の多角化、○手数料自由化、
○株式の持合いの解消促進、○資産運用業の強化、
○有価証券定義の見直し、
○企業活力の向上（ABS、MTN、ストック・オプション等の導入・
利用の拡大）、○情報提供の充実、
○監視・処分及び紛争処理体制の充実、
○ディスクロージャーの充実
21 橋本首相指示「わが国金融システムの改革―2001 年東京市場の再生に向けて」（1996 年 11
月）及び、「金融システム改革のプラン」（1997 年 6 月）参照。
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審議会名 審議事項
金融制度調査会22
○金融持株会社制度の導入、
○専門金融機関制度にかかわる規制の撤廃、
○銀行本体で取り扱える業務の範囲、○債権流動化、
○電子マネー・電子決済等、○金融先物取引のあり方、
○短期金融市場の整備、○地域金融機関の役割、○ノンバンク問題、
○顧客・消費者保護、○早期是正措置の導入、
○金融市場改革に関連する所要の体制整備（リスク管理のあり方、
監督体制のあり方、会計制度の改善等）
保険審議会
○算定会の改革等、自由化措置、○業態間の参入促進、
○持株会社制度の導入、○銀行等による保険販売等、
○トレーディング勘定への時価評価の適用
外国為替等審議会 ○外為法の改正
企業会計審議会
○連結会計基準の改訂、
○金融商品、企業年金、研究開発に係る会計基準の設定
（出所）平沼[1997]より、筆者作成。
第２項 金融ビッグバンの内容
各審議会における検討結果である答申や報告は膨大な量にのぼるが、ここではその概要
を整理することとする23。
(1) 証券取引審議会報告：「証券市場の総合的改革―豊かで多様な 21 世紀の実現のた
めに」（1997 年 6 月）
日本版金融ビッグバンを牽引したのは、市場中心の金融制度を目指した証券取引審議
会であったといわれており、その総論においては、次のような方向性が示されていた。
① 漸進的規制緩和から抜本的市場改革へ
22 金融制度調査会とは、「金融情勢の推移に鑑み、金融制度の改善に関する重要事項を調査審
議する」ことを目的に設置された大蔵大臣の諮問機関で、金融制度調査会設置法(1956 年)に基
づいている。金融制度改革に関する審議を重ねてきたが、1998 年 7 月、保険審議会及び証券
取引審議会と統合されて、金融制度と証券取引制度に関する重要事項を審議する金融審議会に
改組された。さらに 2001 年 1 月の中央省庁再編で、金融審議会は金融庁長官の諮問機関とな
った。
23 詳細は、[西村 2003]参照。
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慈善的な商品・業務規制は極力なくし、多様な創意工夫の発揮を促す枠組みを整備
する。
② 市場の枠組み整備の必要性
事前予防型行政から事後チェックを中心とした行政へ転換する必要がある。
③ 証券市場改革の進め方
行政手法の改革や市場の制度的基盤の整備にとどまらず、市場利用者・仲介者・運
営者など市場にかかわる全てのものがそれぞれの問題に取組み、これを一体的に進め
ることが重要である。
また、改革の具体的な内容としては、次の事項が指摘されている。
① 魅力ある投資対象
投資家の多様化・複雑化したニーズに応えられる多様な投資商品の供給が可能な仕
組みの構築が必要である。
② 信頼できる効率的な取引の枠組み
公正取引ルールを定めたうえで、できるだけ自由に取引が行えるよう、様々な市場
間で競争が行われる仕組みを整備する必要がある。
③ 顧客ニーズに対応した多様な投資サービス
多様で価値のある商品・サービスを開発・提供する活力ある仲介者がより多く生ま
れる枠組みを整備する必要がある。
(2) 金融制度調査会答申：「我が国金融システムの改革について―活力ある国民経済へ
の貢献」（1997 年 6 月）
「商品・業務・組織形態の自由化・多様化」、「市場・取引のインフラ及びルールの
整備」、「金融システムの健全性確保」の 3 つの視点から、以下のような事項が掲げら
れた。
① 持株会社制度の活用
戦後 50 年にわたり「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」により禁
止されてきた持株会社の設立・転化が可能となったことに伴い、金融機関についても、
持株会社形態の利用を可能にするとともに、預金者保護等の観点から必要となる諸措
置（弊害防止措置、兄弟会社の範囲規制、連結ベースのディスクロージャー等）を講
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じることとされた24。
② 資産担保証券（ABS）など債権等の流動化
金融の自由化、国際化の一層の進展に伴い、金融機関等を取り巻くリスクが多様化、
複雑化してきた中、信用リスクの分散や資産負債総合管理（ALM）の有力な手法の一
つとして、ABS による債権等の流動化が注目されており、ABS による債権等の流動
化が一段と促進されるように環境整備を図ることとされた25。
③ デリバティブの取扱い
金融の自由化の進展、外為取引・資本取引に係る規制の緩和・撤廃等の流れの中で、
金融機関等が、金利や為替、金融商品の価格変動リスク（マーケットリスク）に、よ
り晒されるようになってきており、こうしたリスクをいかに管理するかが経営上重要
となってきている。そのため、有価証券関連の店頭デリバティブ取引についても、原
資産の受渡しを伴わない範囲であれば、銀行等が行える業務とする26こととされた。
④ 短期金融市場の整備
我が国の短期金融市場は、無担保コール、短期国債（TB）、コマーシャルペーパー
（CP）等の様々な市場があり、効率性・透明性も高いものの、米国や英国の市場と比
べれば厚みのある市場の形成が十分ではないといったことや、日本特有の制度や慣行
により市場の効率性が損なわれていることもあるなどの指摘がなされていたことを踏
まえ、短期国債市場の一層の拡大など、市場の厚みの増大や、取引慣行の見直しを通
じた市場の効率性の向上に取り組むとした。
⑤ 会計制度の整備
銀行等のディスクロージャーを充実させることは、銀行等の経営の透明性を高め、
市場規律により経営の自己規制を促すものであるとともに、預金者の自己責任原則の
24 持株会社の活用は、銀行等が持株会社を活用した分社化を通じて専門化、高度化した金融サ
ービスを提供することが可能となるなど、金融分野での競争の促進と経営の効率化、さらには
新しい金融サービスの開発・提供が期待されるとともに、金融システムの安定化及び利用者利
便の向上にも資すると考えられた。
25 また、そもそも不良債権問題の背景には、従来の融資が不動産の担保価値に過度に依存し、
個別のプロジェクトごとのリスク管理が不十分だったことがあるとして、貸付債権のみならず、
担保不動産等といった資産の流動化も促進する必要があるとされた。
26 ただし、デリバティブ取引は、リスクが複雑に絡み合っている面もあることから、リスクに
対する理解や管理が不十分な場合には不測の損失につながる可能性もある。したがって、銀行
等が有価証券関連の店頭デリバティブ取引を取扱うにあたっては、銀行等の経営の健全性確保
の観点から適切なリスク管理体制を有していることが求められるとされた。
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確立のための基盤としても重要である。ディスクロージャーに期待されるこうした機
能が適切に果たされるためには、銀行等の経営内容がより正確に反映された財務諸表
が作成されることがその前提として求められ、経済・社会環境の変化、金融証券市場
の国際化等に対応して適宜会計制度の改善を図ることが必要であるとされた。
金融ビッグバンでは、銀行の提供する金融サービスが、利用者の選好に応じ、その
利便性向上に資するものとなるためには、市場の外にある政府による直接的な業務規
制よりも、財務内容のディスクロージャーと提供サービスに関するアカウンタビリテ
ィの遂行とを通じた市場規律を優先させることのほうが有効であると考えられた。こ
のため、従来訓示規定であったディスクロージャー制度を義務規定化するなど、財務
内容のディスクロージャーと業務に関する情報提供義務に関する規定を抜本的に拡充
した。
⑥ 金融機関等の利用者の保護
金融システム改革により多様化・高度化した金融サービスが利用者に提供されるこ
ととなることから、専門的な知識を持たない一般の利用者がこれらを安心して享受す
ることができるよう体制を整備する必要がある27とされた。
⑦ 早期是正措置の導入
金融機関規制の目的の一つでもある金融システムの健全性確保については、その方
法として、大きく分けて、法規制や監督上の措置により直接的に銀行の業務を規制す
る方法と、銀行の業務が自ずから健全かつ適切に運営されるよう促すために間接的な
規制を行う方法の二つがありうる。前者に該当するものが銀行の他業禁止28等の規定
であり、後者に該当するものがディスクロージャー等の規定である。早期是正措置は、
この両者を総合したものと位置づけられている29。
27 銀行等の利用者は、本来、契約自由の原則の下、契約の当事者として市場に参加することが
原則であり、基本的には自己責任原則のもと行動することが求められる。他方、個人の利用者
が銀行等を利用する場合、その専門的知識や損失負担能力に限界があるなど、実際には、金融
機関等に対して全く対等の立場にあるとはいえず、当事者間の取引関係を全てその自治に委ね、
最終的には司法手続きを通じてトラブルの処理を図ることとすれば、個人の利用者にとって、
現実的には、費用等の面で著しい不利益が生じる場合があると考えられる。
こうしたことから、利用者が金融機関等を安心して利用できるようにするため、利用者保護
のためのルールのあり方を検討する必要がある。
28 銀行は銀行の営む業務として銀行法に定める業務以外の業務を行ってはならないというも
ので、銀行法第 12 条に規定されている。
29 [木下 1999]p79－p81 参照。
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(3) 保険審議会報告：「保険業のあり方の見直しについて」（1997 年 6 月）
① 算定会の改革等の自由化措置
任意自動車保険、火災保険、傷害保険については、損害保険料率算出団体（算定会）
料率の遵守義務を廃止し、算定会が遵守義務のない標準約款及び参考料率を作成・算
出する制度とする。
② 業態間の参入促進
保険会社と金融他業態との間の参入について、制度面は 2001年までに実現を図る。
③ 持株会社制度の導入
組織形態の選択肢を拡大することにより積極的な意義を有する反面、保険会社の経
営に影響を与えることに鑑み、株式保有が一定割合を超える場合の適正性審査などに
ついて監督の枠組みを設ける。
④ 銀行等による保険販売
2001 年を目処に、銀行等がその子会社又は兄弟会社である保険会社の商品を販売す
る場合に限定したうえで、住宅ローン関連の長期火災保険及び信用生命保険を認める。
(4) 外国為替等審議会報告：「国際金融取引における現代的展開と取引環境の整備―外
国為替管理制度の抜本的見直しについて」（1996 年 6 月）
外為制度の抜本的見直しについては、1995 年秋以来、外国為替等審議会において検討
が重ねられ、1996 年 6 月にまとめられた本報告の冒頭では、「外国為替管理制度の抜
本的な見直しによる我が国の金融・資本市場の一層の活性化は、我が国経済のみならず
世界経済の発展にとっても喫緊の課題である。このため、必要な検討を早急に開始し法
律改正を含む所要の措置を講ずることが適当である。」と述べられている。次いで、1997
年 1 月には外国為替等審議会答申として外為法の改正が決定した。
(5) 企業会計審議会意見書（1997 年 6 月）
企業会計審議会からは、1997 年 6 月公表の「連結財務諸表制度の見直しに関する意
見書」を含む一連の意見書が公表された（「表 4 企業会計審議会から公表された意見
書」参照）。
これらの一連の会計基準等の整備は、①内外の広範な投資家の日本市場への投資参加
を促進し、②投資家が自己責任に基づき適切な投資判断を行うこと及び企業経営者がそ
の実態に即した適切な経営判断を行うことを可能にし、③連結財務諸表を中心とした国
際的にも遜色のないディスクロージャー制度を構築するとの基本認識に基づいて、21 世
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紀に向けての活力と秩序ある証券市場の確立に貢献することを目的として行われた30。
表 4 企業会計審議会から公表された意見書
公表年月 公表された意見書
1997 年 6 月 ○「連結財務諸表制度の見直しに関する意見書」
1998 年 3 月
○「中間連結財務諸表等の作成基準の設定に関する意見書」
○「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準の設定に関する意見
書」
○「研究開発費に係る会計基準の設定に関する意見書」
1998 年 6 月
○「中間監査基準の設定に関する意見書」
○「監査基準、監査実施準則及び監査報告準則の改定に関する意見書」
○「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」
1998 年 10 月 ○「税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書」
1999 年 1 月 ○「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」
（出所）[西村 2003]より、筆者作成。
次節以降において、「金融商品会計」及び「税効果会計」に関し、企業会計制度と銀
行規制の関係を詳述することから、ここでは、それ以外で重要と考えられる連結会計と
退職給付会計に係る会計基準の概要について触れることとする。
① 連結財務諸表制度の見直し
連結財務諸表制度の見直しは、1977 年に連結財務諸表制度が導入されて以来約 20
年ぶりの大改正であり、連結子会社等の範囲の見直し、有価証券報告書等の企業情報
開示の連結主体への転換、連結財務諸表作成手続の見直しが指摘されている。
見直しの背景には、子会社等を通じての経済活動の拡大及び海外における資金調達
活動の活発化など、企業の多角化・国際化の急速な進展のほか、我が国証券市場への
海外投資家の参加が増加するなど、我が国企業を取り巻く環境が著しく変化している
との認識があったと考えられる。こうした認識の下、それまでの個別情報を中心とす
るディスクロージャーから、投資家が企業集団の抱えるリスクとリターンを的確に判
30 「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書 Ⅱ 本意見書の位置付け」参照。
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断できるよう、連結情報を中心としたディスクロージャーに移行することとされた。
具体的には、「連結財務諸表の見直しに関する意見書」においては、連結ベースで
のディスクロージャーを一層充実すべく、「連結情報の重視」、「ディスクロージャ
ーの効率化」、「連結情報に係る公認会計士等の監査の充実」などを提案している。
また、議決権の所有割合以外の要素も加味した支配力基準を導入して連結の範囲を拡
大するなど、連結情報を充実させる観点から連結財務諸表原則を改訂するとともに、
連結財務諸表の作成手続を整備することとされた。
このような「連結ベースのディスクロージャーの充実等」及び「連結財務諸表の作
成手続の整備」の両面について行われた連結財務諸表制度の改革は、内外の広範な投
資家の我が国への投資参加を促進し、投資家が、自己責任に基づきより適切な投資判
断を行い、また、企業自身もその実態に即したより適切な経営判断を行うことを可能
にし、連結財務諸表を中心とした国際的にも遜色のないディスクロージャー制度を構
築しようとするものであり、活力があり、かつ、秩序ある証券市場の確立に貢献しう
ると考えられたものであった。
② 退職給付に係る会計基準
年金基金等においては、当時、運用利回りの低下や運用資産の含み損等により、基
金財政の悪化が認められていたほか、高齢化社会の到来を控え、企業の年金コストが
さらに増大することが見込まれていた中で、将来の年金給付のために必要とされる基
金の積立不足の問題が指摘されており、そのことは投資情報としても、企業経営の観
点からも重要性が高まっていると考えられていた。
こうした考えを踏まえ、投資家の適切な投資判断に資するため、あるいは、企業間
の業績の比較可能性を確保するために、年金資産や年金負債の現状を速やかに明らか
にするとともに、企業の負担する退職給付費用について適正な会計処理を行っていく
必要があるとして、「退職給付に係る会計基準」が設定された。
その基本的考え方は、退職給付の性格を賃金の後払いと捉え、退職給付は、当期以
前の事象に起因する将来の特定の費用的支出であるとし、その発生した期間に費用と
して認識する必要があるものとされた。そのため、退職給付に係る会計処理について
は、将来の退職給付のうち当期の負担に属する額を当期の費用として引当金に繰り入
れ、当該引当金の残高を貸借対照表の負債の部に計上することとされた。ただし、負
債の計上にあたっては、外部に積み立てられた年金資産を差し引くとともに、年金資
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産の運用により生じると期待される収益については、退職給付費用の計算に際して差
し引くほか、数理計算上の差異や過去勤務債務を一定の期間にわたり遅延認識するこ
ととされた。
第 3 節 「金融商品会計」を巡る企業会計制度と銀行規制との関係
第１項 企業会計制度の動向
(1) 金融商品に係る会計基準の設定
金融商品に係る会計基準については、1996 年 7 月以降、企業会計審議会の金融商品
部会31において、金融商品に係る広範な問題について審議を重ね、「証券・金融市場の
グローバル化や企業の経営環境の変化等に対応して企業会計の透明性を一層高めてい
くためには、金融商品そのものの時価評価に係る会計処理をはじめ、新たに開発された
金融商品や取引手法等についての会計処理の基準の整備が必要な状況に至っている」と
して、1997 年 6 月に論点整理を公表した。その中で、金融ビッグバンの 3 原則に則し
た次のような基本的認識の観点から、金融商品全般に係る会計処理基準の検討を行う必
要があるとされた。
① 市場原理が働く自由な市場（フリー）
適正な情報提供により公正な市場価格が形成される証券・金融市場を確立し、より
広範な投資家の参加を促すことが必要である。
また、新たな金融商品の開発を促進し、金融商品全般についての的確な情報を提供
することによって市場の活性化を図るためには、金融商品全般に係る包括的な会計処
理基準の設定が不可欠であるとの認識に基づき、基準のあり方を検討する。
② 透明で信頼できる市場（フェア）
投資家が自己責任原則に基づいて投資判断を行うためには、適正なディスクロージ
ャーが行われることが必要であるが、さらに、金融商品に係る企業の財務活動の実態
や含み損益等をより適切に財務諸表に反映させる会計処理基準を設定し、投資家に対
してより的確な財務情報を提供することが必要になっている。
③ 国際的で時代を先取りする市場（グローバル）
企業の国際的な事業活動の進展、国際市場での資金調達及び海外投資家の我が国証
券市場での投資の活発化という状況の下では、財務諸表等の企業情報は、国際的視点
31 1997 年 2 月の部会改組以前は「特別部会・金融商品委員会」だった。
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からの同質性や比較可能性が強く求められている。デリバティブ取引を含む金融商品
取引の国際的レベルでの活性化を促すためには、これに対応する法制度の整備が必要
であるとともに、金融商品に関する我が国の会計処理基準の国際的調和が喫緊の課題
になっている。
また、会計ビッグバン以前の日本の企業会計制度は、かねてより「トライアングル体
制」、すなわち、商法会計、証券取引法会計及び税務会計という 3 つの異なる会計制度
が相互に依存しあって、結びついている状態であると言われていた。
商法（当時）と証券取引法（当時）は、商事一般法と商事特別法の関係にあり、本来
であれば、特別法たる証券取引法が一般法たる商法の規定に優先するはずであるが、商
法には「会社の計算」に関する規定が置かれているが、証券取引法にはそうした計算規
定が設けられていない。このため会社の計算については、一般法である商法に戻って商
法の計算規定が証券取引法適用会社を含めた株式会社全体に対して適用されていた32。
そうした状況において、企業会計原則は証券取引法会計においては法的地位を有してい
たものの、商法に反する可能性のある会計処理を定めることは事実上不可能であると考
えられていた。
このような状況の中、金融ビッグバンの目的のもとで財務諸表上の会計処理の問題と
配当規制の問題を切り離して考えることができるかが検討された33。
その結果、「まず、会計処理方法としての適否の観点から資産評価規定を検討し、そ
の上で、配当規制の観点からの問題の有無を検討していくことが適当であると考えられ
る」とされ、とくに金融商品の時価評価については、「商法における債権者保護の観点
からも重要な要請」であり、「商法においても金融商品の時価評価が導入されることが
望ましいと考えられる」とされた34。
以上のような検討や商法との調整を踏まえ、企業会計審議会は、1999 年 1 月に「金
融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」を公表した。同意見書では、「金融商品
に係る会計基準35」の要点を大きく 7 つに分け、その基本的な考え方を示している。
32 2006 年 5 月の会社法施行により、現在は、会社法が適用される。
33 1997 年に法務省と大蔵省との共同で「商法と企業会計の調整に関する研究会」が設置され、
有価証券及び債権の時価評価、税効果会計の導入に伴う商法上の問題について検討された。
34 「商法と企業会計の調整に関する研究会報告書」（1998 年 6 月）参照。
35 現在は、2006 年 8 月に ASBJ から公表された企業会計基準第 10 号「金融商品に関する会
計基準」が該当する。
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(ⅰ) 金融資産及び金融負債の範囲等：金融資産及び金融負債を具体的に定める36とと
もに、時価の定義37を明らかにした。
(ⅱ) 金融資産及び金融負債の発生及び消滅の認識：金融資産及び金融負債について
は、契約締結時にその発生を認識することとした。また、金融資産の譲渡に係る
消滅の認識については「財務構成要素アプローチ38」によることとしたほか、金
融負債の消滅の認識要件を明確にした。
(ⅲ) 金融資産及び金融負債の評価基準に関する基本的考え方：金融資産については、
客観的な時価の測定可能性が認められないものを除き時価評価し、適切に財務諸
表に反映させる39こととする一方、金融負債については、デリバティブ取引によ
り生じる正味の債務を除き、債務額を貸借対照表価額とすることとした40。
(ⅳ) 金融資産及び金融負債の貸借対照表価額等：金融資産の属性や保有目的ごとに
貸借対照表価額及び評価差額等の処理方法等を定めた。
(ⅴ) 貸倒見積高の算定：債務者の財政状態及び経営成績等に応じて債権を区分し、
その区分ごとに貸倒見積高の算定方法を示した41。
(ⅵ) ヘッジ会計：ヘッジ会計が適用されるヘッジ対象とヘッジ手段を明らかにする
とともに、ヘッジ会計の方法を定めた42。
36 適用範囲の明確化の観点から、抽象的な定義によるのではなく、現金預金、金銭債権債務、
有価証券、デリバティブ取引により生じる正味の債権債務等の具体的な資産負債項目をもって、
その範囲が示されている。
37 時価とは、「公正な評価額をいい、市場において形成されている取引価格、気配又は指標そ
の他の相場に基づく価額をいう」とされた。
38 財務構成要素アプローチとは、「金融資産を構成する財務的要素に対する支配が他に移転し
た場合に当該移転した財務構成要素の消滅を認識し、留保される財務構成要素の存続を認識す
る方法」をいう。
39 ただし、金融資産の属性及び保有目的に鑑み、時価評価を行うことが必ずしも企業の財政状
態及び経営成績を適切に財務諸表に反映させることにならない場合もあるとの考えから、時価
評価を基本としつつ保有目的に応じた処理方法を定めることが適当とされた。具体的には、子
会社、関連会社の株式及び満期保有目的の債券は取得原価で評価するほか、その他有価証券に
分類したものについては、時価評価を行うものの、その評価差額は当期の損益に反映せず、貸
借対照表の純資産の部に計上することとされた。
40 金融負債は、借入金のように一般的には市場がないか、社債のように市場があっても、自己
の発行した社債を時価により自由に清算するには事業遂行上等の制約があるため、時価評価の
対象としないことが適当とされた。
41 債務者を①一般債権、②貸倒懸念債権、③破産更生債権等、の 3 つに区分し、それぞれにつ
いて貸倒見積の具体的な算定方法を定めた。
42 時価評価されているヘッジ手段に係る損益又は評価差額をヘッジ対象に係る損益が認識さ
れるまで資産又は負債として繰り延べる方法（繰延ヘッジ法）が原則的方法とされたほか、例
外的に時価ヘッジ法を採用できることや、金利スワップの特例措置が認められる場合を定めた。
-27-
(ⅶ) 複合金融商品：払込資本を増加させる可能性のある部分を含む場合とその他の
場合とに区別して、それぞれの処理方法を定めた。
(2) 銀行等監査特別委員会報告第 4 号の公表とその後の改訂
日本公認会計士協会（以下、「JICPA」という。）の銀行等監査特別委員会から、1997
年 4 月に公表された銀行等監査特別委員会報告第 4 号「銀行等金融機関の資産の自己査
定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」」（以
下、「4 号実務指針」という。）は、1996 年 6 月の銀行法改正による「早期是正措置」
の導入に伴い、JICPA において検討され、公表されたものである。
その目的は、早期是正措置に伴って導入される自己査定制度の整備状況の妥当性及び
査定作業の査定基準への準拠性を確かめるための実務上の指針を示すとともに、貸倒償
却及び貸倒引当金の計上に関する監査上の取扱いを明らかにすることにあった。
具体的には、早期是正措置の導入に伴い、銀行は自ら自己査定基準を定めて、その保
有する資産を検討・分析して、回収の危険性又は価値の毀損の危険性の度合いに応じて
分類区分することとなり、そのための内部統制を構築することが求められるようになっ
た。このため外部監査人は、貸倒償却及び貸倒引当金の監査を実施する際、自己査定基
準が適正に整備され、自己査定の作業がその基準に準拠して実施されていることを確か
めることとなったが、誤謬等の額が銀行の自己資本比率に重要な影響を与えかねないこ
とに鑑みて、監査上の取扱いを明らかにしたのである43。
その後、貸倒償却及び貸倒引当金に関する会計基準の整備等に関する動きとして、前
述したように 1999 年 1 月に企業会計審議会から「金融商品に係る会計基準の設定に関
する意見書」が公表された。また、「預金等受入金融機関に係る検査マニュアル」（以
下、「金融検査マニュアル」という。）についても「最終とりまとめ」が 1999 年 4 月
に公表された。こうした動向を踏まえ、それらとの調和を図るため 1999 年 4 月には 4
号実務指針も所要の改訂を行うこととなった。
具体的には、貸倒償却及び貸倒引当金に関する監査手続において留意すべき事項につ
いて、例えば、不動産担保の掛目44の妥当性の検証、債務者の経営改善計画の妥当性の
検証等、より詳細に列挙された。また、要注意先債権や破綻懸念先債権のうち、債権の
元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることのでき
43 「4 号実務指針 １．はじめに」参照。
44 担保の評価額に基づき、当該担保の処分可能見込額を算出する際に乗じる一定の率。
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る債権については、当該キャッシュ・フローを当初の約定利子率で割り引いた金額と債
権の帳簿価額との差額について貸倒引当金を計上する方法（以下、「DCF 法」という。）
の採用が明記された。
(3) 負債と資本の区別に関する検討
自己資本比率規制上の分子については、企業会計上の資本勘定のみならず負債に分類
されている項目も含まれているが、ここでは、企業会計制度における「資本と負債の区
分」に関する動きについて整理する。
資本と負債の区分に関しては、その中間的な性質を有する項目が事実上存在せず、資
本と負債の区分が直観的にも明らかだったことなどから、項目ごとに個別的な対応が図
られており、資本や負債のそれぞれに共通する特性は何かという問題意識や、資本と負
債の境界線を何に求めるのか、という問題意識は、従来希薄であったといわれている。
[米山 2011]
しかしながら、近年、金融手法の進化等に伴い、特殊な条件が付された株式や新株予
約権の発行が増加してきたこと等を踏まえ、日本では、払込資本を増加させる可能性の
ある部分を含む複合金融商品について、1999 年 1 月に「金融商品に係る会計基準」や
2007 年 4 月に企業会計基準適用指針第 17 号「払込資本を増加させる可能性のある部分
を含む複合金融商品に関する会計処理」が公表されている。
具体的には、例えば、発行者側の会計処理として、新株予約権の発行時や権利行使時
などの会計処理のほか、転換社債型新株予約権付社債について、普通社債の発行に準じ
て負債として処理する方法45と、社債部分と新株予約権部分とを区分しそれぞれ負債ま
たは純資産として処理する方法46などを定めている。そのほか、2006 年 5 月の会社法の
施行により発行が可能となった「取得条項付の転換社債型新株予約権付社債」について
も、取得の対価の種類に応じた会計処理方法を定めている。
なお、国際的な動向としては、資本と負債の区分に関する基本原則の欠如を悪用した
利益操作を防ぐため、基本原則確立のための検討が開始されている47。そこでは、「基
45 転換社債型新株予約権付社債の発行に伴う払込金額を、社債の対価部分と新株予約権の対価
部分に区分せず、普通社債の発行に準じて処理する方法で、「一括法」といわれる方法。
46 転換社債型新株予約権付社債の発行に伴う払込金額を、社債の対価部分と新株予約権の対価
部分に区分した上で、社債の対価部分は普通社債の発行に準じて処理し、新株予約権の対価部
分は新株予約権の発行者側の会計処理に準じて処理する方法で、「区分法」といわれる方法。
47 IASB における修正共同プロジェクトであり、2007 年 11 月に FASB が先行して予備的見解
を公表し、これを受けて IASB が 2008 年 2 月にディスカッション・ペーパーを公表している。
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本的所有（basic ownership）アプローチ」、「所有・決済（ownership-settlement）ア
プローチ」及び「期待結果再検討（REO：reassessed expected outcomes）アプローチ」
を用いて検討していた。しかし、資本と負債の区分を巡っては解決が困難な項目も多く、
議論は難航し、2010 年 10 月下旬の国際会計基準審議会（以下、「IASB」という。）
と米国財務会計基準審議会（以下、「FASB」という。）の合同会議において、この問
題を議論する余力がないため議論を中断し、2011 年 6 月以降に再検討することとされ
た（「表 5 資本と負債の区分に関する国際的な議論」参照）。
表 5 資本と負債の区分に関する国際的な議論
主な金融商品とその性格 FASB(3 つのアプローチ) 現行の
国際会
計基準
(IAS 第
32 号)
現行の
日本基準
基本的
所有商
品48
無期限
商品49
間接所
有商品50
基本的
所有
所有・
決済
REO
普通株式 ○ ○ × 資本 資本 資本 資本 株主資本
優先株式51 × ○ × 負債 資本 資本 資本 株主資本
新株予約
権
× × ○ 負債 資本
資本と
資産に
両建
資本
株主資本以
外の純資産
転換社債 × × △ 負債52
負債
と資
本に
区分
負債と
資本に
区分
負債と
資本に
区分
(一括法)負債
(区分法)負債
と株主資本以
外の純資産
（出所）[秋葉 2009]
48 これは、次の両方の特徴をもつものをいう。
① 所有者が、分類の意思決定を行う日において企業が清算すると仮定した場合に、他のい
かなる請求権に対しても優先しない、企業の資産に対する請求権を有している。
② 所有者が、すべての優先的な請求権に応じた後に残る企業の資産に対する一定割合を受
け取る権利を有している。所有者の取り分は、すべての請求権のうち最も優先順位の低
い請求権を有する割合に依存し、その金額には、利用可能な資産の金額を除き上限や下
限がない。
49 決済条件がない金融商品を指す。
50 関連する基本的所有商品の発行により決済される金融商品をさす。
51 ここでは、償還期限がなく、清算時に普通株式よりも優先的な権利を持つものを想定してい
る。
52 基本的所有アプローチにおいては、転換社債のように、資本又は資本以外の結果をもたらす
商品は分離せず負債として取り扱われ、その時価評価差額が損益とされる。
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第２項 銀行規制の動向
(1) 早期是正措置の導入
バブル経済の発生・崩壊により銀行等は多額の不良債権を抱えることになったが、こ
の背景には、金融自由化の進展により銀行等の抱えるリスクが増大したにもかかわらず、
経営における自己責任意識の不徹底等から銀行等自身の経営の健全性確保が必ずしも
十分でなかったことや、金融環境の激動期において、規制当局の従来の行政手法では銀
行等の経営の健全性を早期にチェックし是正を求めることができなかったことがある
と考えられている。
そうした点を踏まえ、1998 年 4 月より「早期是正措置」が導入53されることとなった。
これにより、従来、銀行法第 26 条の処分の発動に関して存在していた規制当局の裁量
の余地はなくなり、自己資本比率を理由に行う処分は、銀行法施行規則で定める自己資
本比率の状況の区分に応じ、施行規則の定める内容で行うこととされた（「表 6 早期
是正措置の措置区分」参照）。
表 6 早期是正措置の措置区分
自己資本比率
措置の内容
国際基準行 国内基準行
第 1 区分 8％未満 4％未満 経営改善計画の提出・実施命令
第 2 区分 4％未満 2％未満
資本増強に係る合理的と認められる計画
の提出・実施、配当・役員賞与の禁止又
は抑制、総資産の圧縮又は抑制等
第 2 区分の 2 2％未満 1％未満
自己資本の充実、大幅な業務の縮小、合
併又は銀行業の廃止等の措置のいずれか
を選択した上、当該選択に係る措置を実
施することを命令
第 3 区分 0％未満 0％未満 業務の全部又は一部の停止命令
（出所）「銀行法第二十六条第二項に規定する区分等を定める命令（内閣府・財務省令）」より、筆者
作成。
53 1996 年 6 月、住専処理法案と同時に、「金融機関等の経営の健全性確保のための法律」が成
立した。同法は、業務改善命令等について定めた銀行法第 26 条を改正し、早期是正措置の根
拠規定を置いた。なお、国内基準適用行への適用については、「貸し渋り」対策として、1 年間
猶予されていた。
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(2) 市場リスク規制の導入
市場リスクについては、1988 年に合意された「バーゼルⅠ」では自己資本比率規制の
枠組みに取り込んでおらず、そのリスクを取り込むことについてバーゼル委員会におい
て検討されてきたが、1996 年 1 月になってようやく最終案として公表され、1997 年末
から適用されることとなった。
「バーゼルⅠ」は、信用リスクを主眼に設計されていたが、銀行の抱えるリスクは信
用リスクだけではない。たとえば、国債で安全運用しているつもりでも、金利が上がっ
て国債の価格が下落するリスクもある。特に、ディーリング・ルームで短期の鞘取り売
買を行ってリスクを取るような業務が急拡大した以降は、「バーゼルⅠ」が信用リスク
だけをチェックしていると、銀行が収益源を他のリスクに求め、過大な市場リスクを抱
え込むこととなる可能性もある。このため、市場リスクを自己資本比率規制に組み込む
必要があった。
ただし、短期で調達し、長期で運用している場合の金利リスクは、信用リスクと逆の
方向に動く傾向があるという主張もある。これは、景気が好転し金利が上昇していく局
面では、金利リスクでは損失が生じやすいが、借り手の業績は好転し貸倒れの損失は減
少していく一方で、景気後退局面においては、不良債権償却費用の増大を金利低下によ
る利ざや拡大で一部帳消しにできる場合が多いというものである。金利リスクと銀行に
とって最大のリスクである信用リスクとの間には、ある程度の逆相関の関係が存在し、
あまり極端でない金利リスクは、むしろ信用リスクのヘッジとして役立つ場合があると
いうのである54。
こうした考えも考慮し、市場リスク規制の資本賦課は主に短期の売買目的で保有して
いる金融商品の価格変動リスクを対象とすることとなり、バンキング勘定で保有する金
融商品の市場リスクについては資本賦課を求めないこととなったと考えられる55。
市場リスク規制導入の意味としては、第一に、「バリュー・アット・リスク（VaR）56」
の概念が初めて自己資本比率規制に導入されたことである。従来適用されていた総資産
54 信用リスクと市場リスクとの相関関係については、例えば、［BIS 2009a］を参照。
55 ただし、バンキング勘定における市場リスクが信用リスクと完全な逆相関にあるとは言えな
いため、バンキング勘定における市場リスクも注視する必要があり、後述する「バーゼルⅡ」
においては、「第 2 の柱」において一定の基準が設けられている。
56 VaR とは、損失に関する閾値であり、過去のある期間(観測期間)のデータを基に、確率の概
念を入れて算出する推定値で、一定の期間 (保有期間) 後に、ある確率の範囲(100％－信頼水
準α％)でポートフォリオがその閾値以上の大きさで損失を被ることを表す概念。
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に対する比率規制が、1988 年の「バーゼルⅠ」ではリスク加重資産に対する自己資本比
率規制となったが、市場リスク部分については、さらにリスク量に対する自己資本比率
規制へと変貌したのである。第二に、規制当局が銀行に一律のリスク計測手法を押し付
けるのではなく、規制上も、銀行の内部管理手法を活用するという発想が導入されたこ
とである。
(3) 「金融検査マニュアル」の公表
1999 年 7 月に金融監督庁（現在の金融庁）から公表された金融検査マニュアルは、
金融検査の基本的考え方及び検査に際しての具体的着眼点等を整理したものである。公
表の理由としては、規制当局の機能の向上や透明な行政の確立に資することのほか、銀
行の自己責任に基づく経営を促し、もって金融行政全体に対する信頼の確立につながる
ためとされている57。
具体的な着眼点は、銀行の有するリスクについて、例えば、信用リスク、市場リスク
などのリスクカテゴリーに分類したうえで、それぞれについてチェック項目及びそれに
係る説明を記載するというチェックリスト形式となっている。こうした着眼点は銀行規
制の目的を達成する観点から策定されていると考えられ、例えば、銀行の財務の健全性
を確保する観点から、自己査定に関する体制の整備状況や基準の適切性の検証に関する
項目や、貸倒償却及び貸倒引当金の適切な見積りに関する項目が詳細に掲げられた58。
第 4 節 「税効果会計」を巡る企業会計制度と銀行規制との関係
第１項 企業会計制度の動向
(1) 税効果会計に関する会計基準の設定
税効果会計は、法人税や住民税、事業税のように利益の金額を課税標準とする税金（以
下、「法人税等」という。）に係る会計処理方法の一つであり、基本的には税引前の純
利益と法人税等とを対応させようとするものである。
日本においては、1975 年に公表された「連結財務諸表原則」のなかで、会計制度に初
めて導入された。ただし、その内容は、連結財務諸表作成に際してのみの任意適用であ
57 金融監督庁検査部長から統括検査官等に発出された通達（金検第 177 号 平成 11 年 7 月 1
日）、参照。
58 金融検査マニュアルでは、債権の査定にあたっては、原則として信用格付を行い、それに基
づき債務者区分を行ったうえで、担保や保証等を勘案し、債権の回収の危険性などの度合いに
応じて分類することとされている。また、その債務者区分及び債権の分類に基づいて、貸倒引
当金等を見積もることとされている。
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り、かつ繰延法と資産負債法59の選択適用であった。
その後、国際的動向60も踏まえて 1997 年 6 月に公表された「連結財務諸表制度の見
直しに関する意見書」により、連結財務諸表の作成上、税効果会計を全面的に適用する
ことが原則として規定されたほか、税効果会計は本来連結財務諸表のみでなく個別財務
諸表においても適用されるべきものであるとの考えから商法との調整が進められた61。
企業会計審議会では、これらの意見書の内容を踏まえ、財務諸表における税効果会計
に係る包括的な基準についての審議を進め、1998 年 10 月に「税効果会計に係る会計基
準の設定に関する意見書」を公表し、新たな基準として「税効果会計に係る会計基準」
が設定され、税効果会計の適用の範囲が、連結財務諸表のみならず個別財務諸表や中間
財務諸表等にも広がることとなった。また適用時期については、1999 年 4 月 1 日以降
開始する事業年度に係る財務諸表について適用するとされたが、早期適用もできるよう
に措置され、具体的には 1999 年 1 月以降迎える決算期から適用できることとされた。
「税効果会計に係る会計基準」では、税効果会計の方法として資産負債法を採用し、
以下のような基準を設定することとした62。
① 一時差異63に係る税金の額を適切な会計期間に配分し、計上するものとし、また
将来の課税所得と相殺可能な繰越欠損金等は一時差異と同様に取扱う。
② 将来減算一時差異に係る繰延税金資産及び将来加算一時差異に係る繰延税金負債
の金額は、回収又は支払いが行われると見込まれる期の税率に基づいて計算するも
59 繰延法と資産負債法は税効果会計の方法であり、繰延法は、一時差異等が発生した年度の税
率で繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する方法である。これにより、一時差異等の発生年
度の税引前当期純利益に対応する税費用を算出することができる。
一方、資産負債法は、存在する一時差異等に当該一時差異等の解消見込年度の税率を適用し
て繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する方法である。これにより、繰延税金資産（繰延税
金負債）が将来の税金軽減効果（税金付加効果）を有する程度を表すことができる。
60 1979 年に公表された IAS 第 12 号が、1996 年に大幅に改定され、税効果会計の処理方法に
ついて選択を認めず、一時差異の概念の採用や資産負債法の適用等が規定された。
61 前掲「商法と企業会計の調整に関する研究会報告書」では、商法の計算書類も含め個別財務
諸表において税効果会計を採用するためには、企業会計上の基準において、繰延税金資産及び
繰延税金負債の資産性・負債性を明確にする必要があるとし、仮にそうなれば、商法上も公正
な会計慣行を斟酌する立場からそれらを貸借対照表に計上することができる、とされた。
62 「税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書 三「税効果会計に係る会計基準」の概
要」を参照。
63 貸借対照表上の資産及び負債の金額と課税所得計算上の資産及び負債の金額との差額のこ
と。一時差異には、当該一時差異が解消するときに税務申告上その期の課税所得を減額させる
効果を持つ「将来減算一時差異」と、当該一時差異が解消するときに税務申告上その期の課税
所得を増額させる効果を持つ「将来加算一時差異」とがある。
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のとする。
③ 法人税等について税率の変更があった場合には、過年度に計上された繰延税金資
産及び繰延税金負債を新たな税率に基づき再計算するものとする。また、繰延税金
資産については、将来の支払い税金を減額する効果があるかどうか、すなわち、将
来の回収の見込みについて毎期見直しを行うものとする。
④ 繰延税金資産及び繰延税金負債は、原則として、これらに関連した資産・負債の
分類に基づいて、流動項目と固定項目に分けて表示する。
(2) 繰延税金資産の回収可能性に関する監査委員会報告の公表
資産負債法を前提とした税効果会計は、前述の「税効果会計に係る会計基準」によっ
て初めて日本に導入された。制度導入に際し JICPA は、1998 年 5 月に、会計制度委員
会報告第 6 号「連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針（中間報告）」を、
同年 12 月に、会計制度委員会報告第 10 号「個別財務諸表における税効果会計に関する
実務指針」を公表した。しかしながら、その全面適用（1999 年 4 月以降開始する事業
年度）にあたり、JICPA に対して繰延税金資産の回収可能性の判断に関して多くの質問
が寄せられたため、JICPA は、1999 年 11 月に、監査委員会報告第 66 号「繰延税金資
産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」（以下、「委員会報告第 66 号」とい
う。）を公表した。
一般的に、日本の法人税制の下で税効果会計を適用した場合、将来減算一時差異が認
識されるケースが多いため、これに係る繰延税金資産の回収可能性の検討にあたり、当
該資産が将来の税金負担額を軽減する効果を有するか否かの判断が重要になると考え
られる。そして、この繰延税金資産の回収可能性については、多くの場合、将来年度の
会社の収益力に基づく課税所得により判断することになるが、将来の会社の収益力を客
観的に判断することは実務上困難な場合も考えられる。
そこで、委員会報告第 66 号では、例示として、会社を過去の業績等の状況に応じて 5
段階に区分したうえで将来年度の課税所得を見積り、その見積額により繰延税金資産の
回収可能性を判断するという指針を示すこととした（「表 7 会社の実態に応じた例示
区分」参照）。そのほか、タックスプランニングの実現可能性に関する判断指針も示し
た。
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表 7 会社の実態に応じた例示区分
例示
区分
例示区分の概要
将来減算一時差異の
回収可能性の判断64
①
期末における将来減算一時差異を十分に上回る課
税所得を毎期（当期及びおおむね過去 3 年以上）
計上している会社等。
回収可能性あり。
②
業績は安定しているが、期末における将来減算一
時差異を十分に上回るほどの課税所得がない会社
等。
回収可能性あり。
③
業績が不安定であり、期末における将来減算一時
差異を十分に上回るほどの課税所得がない会社
等。（過去の経常的な損益が大きく増減しているよ
うな会社等。）
回収可能性あり。
ただし、将来の合理的な見積
可能期間(おおむね 5 年)内
の課税所得の見積額が限度。
④
(本
則)
期末において重要な税務上の繰越欠損金が存在す
る会社や、過去の経常的な利益水準を大きく上回
る将来減算一時差異が期末に存在する会社等。
回収可能性あり。
ただし、翌期に確実に見込ま
れる課税所得の見積額が限
度。
④
(た
だし
書)
ただし、重要な税務上の繰越欠損金や過去の経常
的な利益水準を大きく上回る将来減算一時差異
が、非経常的な特別の原因により発生したもので
あり、それを除けば課税所得を毎期計上している
会社等。
回収可能性あり。
ただし、将来の合理的な見積
可能期間(おおむね 5 年)内
の課税所得の見積額が限度。
⑤
過去(おおむね 3 年以上)連続して重要な税務上の
欠損金を計上している会社等で、かつ、当期も重
要な税務上の欠損金の計上が見込まれる会社等
回収可能性なし。
（出所）委員会報告第 66 号より、筆者作成。
第２項 銀行規制の動向
(1) 自己資本比率規制における繰延税金資産の取扱い
前項で述べたように、繰延税金資産は、企業会計と税務との差異によって生じた一時
差異のうち、当該差異の解消によって将来の税金を減額させる効果がある場合に計上さ
れる資産である。日本においては、貸出金等に係る貸倒引当金繰入など、税法上損金算
入が認められる時点が企業会計上の費用計上時点に比べ遅い項目が多いことから、一般
64 ここでは、スケジューリング可能な将来減算一時差異について記載した。なお、スケジュー
リング不能な将来減算一時差異については、例示区分①を除いて回収可能性はないとされてい
るほか、将来解消年度が長期にわたる将来減算一時差異については、例示区分⑤を除いて回収
可能性はあるとされている。
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に、貸借対照表に繰延税金資産が計上される傾向にある。特に、銀行においては、バブ
ル崩壊による不良債権の大量発生に伴い、多額の繰延税金資産が計上されることとなっ
た。
自己資本比率規制において繰延税金資産は、分母の要素としてはリスクウェイト
100％、すなわち、貸借対照表計上額がリスクアセットとして加算されることとなる。
一方、繰延税金資産の計上は、企業会計上、純資産の増加に寄与することとなるが、「バ
ーゼルⅠ」では、その増加分を自己資本比率規制上の自己資本の額から控除するという
措置はとられていない。なお、後述するように、2000 年以降、繰延税金資産の脆弱性が
問題となり、2005 年 9 月には金融庁告示が改正され、主要行に限り、繰延税金資産の
一部について TierⅠ資本から控除することとされた。
(2) 不良債権処理と税効果会計との関係
[須田 2004]によると、税効果会計実務を決定する要因としては、繰延税金資産の回収
可能性、不良債権処理の必要性及び自己資本比率規制への対応が考えられるとされ、そ
れぞれの要因が支持できるものか検証したとしている。それによると、「回収可能性仮
説65」、「不良債権処理仮説66」及び「自己資本比率規制仮説67」のすべてを支持する証
拠が得られたとされ、「税効果会計は銀行の不良債権処理を促進し、銀行は、繰延税金
資産の回収可能性を考慮しつつ、自己資本比率規制に抵触する可能性を見据えて、繰延
税金資産を計上したのである。税効果会計のポジティブな側面とネガティブな側面が観
察された。」と結論付けている。
このような結果は、不良債権問題等を原因とした金融システム不安に直面していた中
で早期是正措置が導入され、不良債権処理と自己資本比率の維持との双方に対応する必
要に迫られた当時の銀行の状況をよく反映していると考えられる。
65 繰延税金資産の回収可能性に着目したものであり、「当期及び過去 3 年間の経営成績が優れ
ている銀行ほど、繰延税金資産を多く計上する」という仮説。
66 「税効果会計の導入により思い切った不良債権処理を実施できる」といった当時の報道に着
目し、「不良債権を多額に抱えている銀行ほど、多くの繰延税金資産を計上する」という仮説。
67 繰延税金資産が自己資本比率に甚大な影響を及ぼしていることを踏まえ、「自己資本比率規
制に抵触しそうな銀行ほど、多くの繰延税金資産を計上する」という仮説。
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第 5 節 「金融ビッグバン」における両者の関係 （小括）
第１項 「金融商品会計」を巡る両者の関係
(1) 「金融商品に係る会計基準」の設定
企業会計制度は、金融ビッグバンの一部として実施された会計ビッグバンを通じて、
いわゆるトライアングル体制から抜け出すとともに、その目的である投資家の意思決定
に有用な情報を提供するという観点から、「金融商品に係る会計基準」を設定した。こ
れは、証券・金融市場のグローバル化や企業の経営環境の変化等に対応して企業会計の
透明性を高める必要性や、当時の日本において金融商品に関する会計基準の国際的な調
和が課題となっていたことに対応するために実施されたと考えられる。
会計基準の具体的な項目についても、例えば、金融資産については時価評価を基本と
しつつも、時価評価を行うことが必ずしも企業の財政状態及び経営成績を適切に財務諸
表に反映させることにならない場合もあるとして、企業の保有目的に応じた処理方法を
定めるなど、投資家の意思決定に有用な情報を提供するという観点から検討されたと考
えられる。
一方、金融ビッグバンを通じて、日本の銀行規制は、バーゼル合意に基づく自己資本
比率規制の本格適用を経て、「早期是正措置」を導入するに至った。第 1 章第 3 節で述
べた通り、「バーゼルⅠ」では、自己資本比率規制上の分子については、企業会計上の
資本勘定のみならず、劣後債務による調達額や一般貸倒引当金などが含まれていた。ま
た、分母についても、いざというときにはどれだけ損失が発生しうるかという観点から、
銀行の抱えるリスクの規模を示すものとして定義付けられた。すなわち、各資産の企業
会計上の評価額をそのまま使用するのではなく、その評価額に資産ごとに定めたリスク
ウェイトを乗じて算出したものの合計を分母としたのである。
さらに、1996 年に合意された市場リスク規制では、分母である資産のうち市場リスク
部分については、企業会計上の資産評価額にリスクウェイトを乗じる方法から、VaR に
よるリスク量を対象とした規制に変貌したのである。
これらの措置は、銀行規制が企業会計制度から提供される会計情報を基本としつつも、
独自の目的を達成するために、それらの情報を加工して利用したものと考えられる。
こうしたことを踏まえれば、「金融商品に係る会計基準」の設定や、それにより提供
される会計情報の利用に関する対応については、企業会計制度及び銀行規制の双方につ
いて、その目的・役割に照らした対応が行われたと考えられる。
-38-
(2) 「4 号実務指針」と「金融検査マニュアル」
「早期是正措置」の導入に伴い 1997 年 4 月に JICPA から公表された「4 号実務指針」
は、銀行の自己査定の状況や貸倒償却及び貸倒引当金の計上に関する監査上の取扱いを
明らかにすることを目的としていた。その後、「金融商品に係る会計基準」の公表や「金
融検査マニュアル」の公表に伴い、それらとの調和を図るため 1999 年 4 月に改訂を行
った。このような JICPA による実務指針の設定や、その後の環境の変化に伴う実務指
針の改訂については、自己査定制度の導入や、金融商品会計の変化という銀行を取り巻
く経営環境の変化に対して、企業会計制度が投資家の意思決定に有用な情報を提供する
ために必要な対応を行ったものと考えられる。
一方、銀行規制は、銀行の自己査定制度の整備状況や、貸倒償却及び貸倒引当金を適
切に計上するための態勢整備状況等を検証する目的で、1999 年 7 月に「金融検査マニ
ュアル」を公表した。その内容は、例えば、資産の健全性を確保するために、適切な自
己査定を行ったうえで銀行が抱える信用リスクの程度に応じた十分な水準の貸倒引当
金等の計上を行う必要があると規定しているなど、銀行規制がその目的を達成するため
の手段として有用であるよう設定されていると考えられる。
こうしたことを踏まえれば、「早期是正措置」の導入による銀行の経営環境の変化に
伴い、企業会計制度及び銀行規制の双方について、その目的・役割に照らした対応が行
われたと考えられる。
第２項 「税効果会計」を巡る両者の関係
企業会計制度は、金融ビッグバンの一部として実施された会計ビッグバンの一環として、
税効果会計の適用を拡大するように会計基準の設定及び改訂を実施した。具体的には、「連
結財務諸表規則」を改正することにより、連結財務諸表作成に際してそれまで任意適用で
あった税効果会計を全面的に適用することとしたほか、新たな基準として「税効果会計に
係る会計基準」を設定することにより、税効果会計の適用を、個別財務諸表や中間財務諸
表等にも広げることとしたのである。
これらの一連の会計基準の設定及び改訂の動きは、企業会計において、発生主義の考え
方に基づいて税金関連費用をとらえるための手続68を導入するとともに、繰延税金資産や
68 もっとも、発生主義の考え方にてらして当期の支出から当期の費用を求める場合、通常は当
該年度に獲得した収益に対する犠牲の大きさを期間費用に反映させることを重視して、前払額
や未払額の調整が行われるが、税効果会計では、将来の税金負担の軽減効果や付加効果の大き
さを重視した期間配分が行われる。
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繰延税金負債の計上により、将来の税金関連費用を増加あるいは減少させる効果を貸借対
照表に表すことを意図したものと位置付けられる。すなわち、企業会計と課税所得の計算
目的の違いに起因して発生する、企業の負うべき税負担額と、企業会計上の税引前当期純
利益から算出される税金費用との不一致により、税引後の当期純利益が企業の実力ないし
収益力を必ずしも反映しないものとなることを解消するとともに、一時差異に係る税金の
額を適切な会計期間に配分するための手続を導入したのである。
こうした導入の背景を踏まえれば、税効果会計に関する会計基準の設定及び改訂は、投
資家の意思決定に有用な情報を提供するという企業会計制度の目的に照らして、重要な会
計情報の一つである税引後の当期純利益をより意味のあるものにし、かつ、資産・負債を
適切に貸借対照表に表するためのものであり、企業会計制度の目的に照らして行われた対
応と考えられる。
一方、銀行規制は、バブル崩壊後の不良債権問題等により、銀行の自己資本比率が低下
し金融システムに対する不安が高まる中、「早期是正措置」を導入することとなり、不良
債権処理の促進と金融システムの安定化を同時に達成する必要に迫られる状況にあった。
そうした中で、税務上の損金に算入されない貸倒引当金等に対して税効果会計を適用し、
当該一時差異に係る将来の税金費用の軽減効果を繰延税金資産として貸借対照表に計上す
ることや、税務上の繰越欠損金を一時差異と同様に取り扱うことは、不良債権処理を促進
しつつ、銀行の自己資本比率を実態以上に低下させない仕組みを導入することでもあり、
銀行規制としても、制度導入に反対する理由はなく、むしろ速やかな導入を望んでいたと
考えられる。
以上の状況を踏まえれば、税効果会計の導入は、企業会計と税務との調整であり、企業
会計制度がその役割を果たすために実施したものと考えられる。また、銀行規制としても、
銀行に自己資本比率規制を適用するにあたり、個別財務諸表に税効果会計を導入するか否
かによって大きな影響を受ける状況にあったことを考えると、むしろ早期の制度導入を望
んでおり、両者は協調的な関係にあったと考えられる。
このような協調的な関係を背景にして、「税効果会計に係る基準」の導入にあたり、そ
の適用開始時期について早期適用を認めた69ものと考えられる。これについては、企業会
69 1998 年 10 月 30 日に「税効果会計に係る会計基準の設定に関する意見書」が公表され、そ
の適用時期については、同意見書の中で、1999 年 4 月 1 日以後開始する事業年度から適用す
ることが適当であるとされたが、それ以前に開始する事業年度に係る財務諸表及び連結財務諸
表についても税効果会計の適用を可能とした。日本銀行「全国銀行の平成 10 年度決算と経営
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計制度が銀行規制の影響を受けたとも考えられるが、現実問題として、財務情報が企業会
計と税務との差異により大きな影響を受け、企業の財務実態を表さないものとなっていた
のであれば、それを早期に是正することは企業会計制度として当然の対応であり、企業会
計制度が、銀行規制との協調的な関係の中で必要な対応を行った例と考えられる。
上の課題」によると、これにより、地域銀行 4 行を除く全銀行が、1999 年 3 月期決算から税
効果会計を適用し、繰延税金資産を計上したとされている。
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第 3 章 「金融ビッグバンから世界金融危機まで－2000 年から
2007 年－」の企業会計制度と銀行規制との関係
第 1 節 金融ビッグバンから世界金融危機までの金融経済情勢
本節では、2000 年から 2007 年までの金融経済情勢について簡単に触れるとともに、そ
の当時、日本経済に関する大きな問題の 1 つであった銀行の不良債権問題について事実関
係を整理することとする。
第１項 2000 年以降の金融経済情勢
(1) 2002 年度までの景気低迷期
2000 年後半以降、IT バブルの崩壊や、2001 年 9 月の同時多発テロなどによる米国経
済の急速な減速を契機に世界的に景気が減速する中、日本経済も輸出の急激な減少によ
って景気後退が始まった。個人消費、設備投資ともに減少を続ける中で、2001 年度の実
質 GDP で見た経済成長率は対前年度比▲0.8％となり、1998 年度以来のマイナス成長
を記録した70。
金融面をみると、2001 年度後半以降、日本銀行の当座預金残高は拡大し、2002 年 3
月末には年度末に向けて一段と潤沢な資金供給を行ったこともあって、その残高が 27.6
兆円に達するなど、極めて緩和的な状況が続いていた。しかしながら、銀行の慎重な貸
出態度も継続していたため、信用力の低い会社、とりわけ中小企業では資金調達環境が
徐々に厳しさを増していた71。
(2) 2002 年度以降の景気回復期
日本経済は、2002 年に入って回復し始めるが、2002 年後半から 2003 年前半にかけ
ては、イラク戦争の勃発や、重症急性呼吸器症候群（SARS）の感染地域の拡大などを
背景とした輸出の伸びの鈍化のほか、銀行の不良債権問題やデフレの進行による民間需
要の低迷など、国内外の要因により景気回復に力強さを欠いていた。
しかしながら、2003 年後半以降は、海外経済の回復による輸出の増加や、銀行の不良
債権処理が進展したことによる金融システムに対する不安の低下のほか、企業部門全体
の過剰債務の縮小や企業再編の活発化などに伴う企業部門の収益性の向上などの要因
により、景気回復が確実なものとなっていった。実質 GDP で見た経済成長率は、2002
70 内閣府「平成 14 年度年次経済財政報告」、内閣府「国民経済計算年報（2010 年版）」参照。
71 日本銀行「金融経済月報（2002 年 4 月）」参照。
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年度に対前年度比 1.1％を記録した後、2003 年度から 2007 年度まで対前年度比で 2％
程度の成長を続け、景気拡張期間としては戦後最長となった72。
金融面をみると、この間、企業金融を巡る環境は総じて継続的に緩和の方向にあり、
日本銀行の当座預金残高は、2002 年 3 月以降拡大し 2006 年 3 月末までは 30 兆円を超
える水準で推移していた。銀行の貸出態度も改善を続け、銀行貸出は減少幅が緩やかに
縮小し、また、CP・社債の発行残高は継続的に前年を上回って推移した73。
第２項 2000 年以降における銀行の不良債権問題
(1) 不良債権問題とは74
不良債権とは、返済されることが困難となった貸出債権のことであり、その意味で、
不良債権は常に存在するものである。にもかかわらず、この時期に大きな問題となった
理由としては次のことが考えられる。
第一に、多くの銀行が一斉に多額の不良債権を抱えたために、間接金融がうまく機能
しなくなったという点である。たとえ、ある銀行が多額の不良債権を抱えたとしても、
別の健全な銀行が代りに貸出を行うことができれば、間接金融の機能は維持される。ま
た、企業が直接金融にアクセスし、株式や社債の発行で資金を調達できるのであれば、
企業金融自体が滞ることはない。しかし、多くの銀行が不良債権を抱えるなかで、特に
直接金融へのアクセスに限界がある中小企業にとって、不良債権問題はそのまま金融シ
ステムの問題に直結してしまったのである。
第二に、人々が銀行の経営の健全性に不安を持つようになったという点である。1998
年の早期是正措置導入以降、多額の不良債権を処理してきたにもかかわらず、景気の低
迷等から不良債権の新規発生が続いてきた。こうした不良債権の処理を本業の収益（実
質業務純益）を超えて行う状況が続くと、銀行の自己資本が低下するため銀行の健全性
に対して人々が不安を抱くようになり、金融システム不安が引き起こされる可能性が高
まったのである。
こうして不良債権問題が大きな経済上の問題と位置付けられ、その解決に向けた各種
の取組みがなされることとなったのである。
72 内閣府「経済財政白書（平成 16 年版）」、「経済財政白書（平成 20 年版）」参照。
73 日本銀行「金融経済月報（2005 年 4 月）」参照。
74 内閣府「平成 14 年度年次経済財政報告」参照。
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(2) 不良債権の推移
不良債権の推移をみると、主要行の不良債権額75は、1999 年度（2000 年 3 月期）の
18.4 兆円から、ピークである 2002 年 3 月期には 26.7 兆円まで増加した。その後は減少
に転じ、2006 年度（2007 年 3 月期）には 4.0 兆円まで減少した。同様に、不良債権比
率も 2001 年度（2002 年 3 月期）の 8.4％をピークに、その後は減少に転じ、2006 年度
には 1.5％まで減少した。また、不良債権処分損についても、2001 年度の 7.7 兆円をピ
ークに、その後は減少に転じ、2003 年度（2004 年 3 月期）以降は、実質業務純益の範
囲内に収まる水準で推移した（「表 8 主要行（9 行）の不良債権の推移」参照）。
なお、不良債権、あるいは、不良債権処分損の増加がピークに達した時期には、それ
に伴い銀行の貸借対照表に多額の繰延税金資産が計上されることとなった。その回収可
能性の判断が銀行の自己資本比率に大きな影響を及ぼす状況となり、新たな問題として
認識されることとなった（「表 9 各銀行の繰延税金資産の状況」参照）。
表 8 主要行（9 行）の不良債権の推移
年度
項目
1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006
不 良 債 権
(兆円) 18.4 18.0 26.7 20.2 13.6 7.4 4.6 4.0
不 良 債 権 比 率
(％) 5.4 5.3 8.4 7.2 5.2 2.9 1.8 1.5
不良債権処分損
(兆円) 4.5 4.3 7.7 5.1 3.5 2.0 ▲0.2 0.3
実 質 業 務 純 益
(兆円) 3.3 3.4 4.2 4.1 3.9 3.8 3.7 3.4
（出所）「金融庁の 1 年（平成 18 事務年度版 資料 9－2－8）」より、筆者作成。
75 ここでは、金融再生法開示債権である、「破産更生等債権」、「危険債権」及び「要管理債権」
を不良債権と位置付ける。
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表 9 各銀行の繰延税金資産の状況
銀行
年度
項目
三菱東京 UFJ
銀行※2
みずほ銀行※3 三井住友銀行 りそな銀行※4
2001 2002 2001 2002 2001 2002 2001 2002
繰延税金資産
（億円）
19,935 23,087 18,541 9,122 18,824 18,853 7,525 4,011
連結 TierⅠ
（億円）
50,601 46,570 37,727 16,476 37,193 30,663 11,282 2,455
繰延税金資産
比率※1 （%） 39.4 49.6 49.1 55.4 50.6 61.5 66.7 163.4
（出所）各行「ディスクロージャー誌」より、筆者作成。
※1 連結 TierⅠに占める繰延税金資産の割合で、「繰延税金資産/連結 TierⅠ」。
※2 三菱東京 UFJ 銀行は、東京三菱銀行と UFJ 銀行との単純合算。
※3 みずほ銀行の 2001 年度は、富士銀行と第一勧業銀行との単純合算。
※4 りそな銀行の 2001 年度は、あさひ銀行と大和銀行との単純合算。
第 2 節 「金融商品会計」を巡る企業会計制度と銀行規制との関係
第１項 企業会計制度の動向
1999 年 1 月の「金融商品に係る会計基準」の設定や、1999 年 4 月の 4 号実務指針の改
訂などによって、金融商品会計に関する企業会計制度は既に体系的に整備されており、こ
の時期（2000 年～2007 年頃）は監査上の留意事項や実務上の取扱いの明確化など、既存
の会計基準に関する運用面の対応が図られた。ここでは、こうした取組みについて整理す
ることとする。
(1) 貸倒引当金に関する事項
前節において記載したとおり、銀行の不良債権問題の解決が大きな金融経済問題とな
っていたことを背景に、2002 年 10 月に「金融再生プログラム―主要行の不良債権問題
解決を通じた経済再生―」が金融庁から公表され、企業会計制度においても貸倒引当金
の基準に関する見直しが図られることとなった。ただし、企業会計制度は、「金融商品
に係る会計基準」の設定や、4 号実務指針の設定・改訂により、債権の貸倒見積高の算
定に関して既に DCF 法を導入していたなど、必要な手当ては施されていた。このため、
企業会計制度として新たな基準の設定を行うことはなかったが、JICPA から 2003 年 2
月に「銀行等金融機関において貸倒引当金の計上方法としてキャッシュ・フロー見積法
（DCF 法）が採用されている場合の監査上の留意事項」が公表された。
具体的には、DCF 法による貸倒引当金の妥当性を判断するうえでの留意事項として、
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主に将来キャッシュ・フローの見積りの不確実性に関する事項が列挙されている。例え
ば、①将来キャッシュ・フローの見積りは、銀行の最善の予測であるか、②見積りの基
礎となった前提、仮定及びシナリオは、過去の回収実績等合理的かつ客観的な証拠に基
づき慎重に決定されているか、といった事項が列挙されており、かつ、これらについて
合理的かつ客観的な証拠による裏付けを必要とするという内容となっている。
(2) デット・エクイティ・スワップ（以下、「DES」という。）
DES とは、債権者と債務者の事後の合意に基づき、債権者側から見て債権を株式とす
る取引であり、債務者が財務的に困難な場合に、債権者の合意を得た再建計画等の一環
として行われる場合が多い取引のことであるが、2002 年当時、会社再建の一手法として
利用されることが多くなっていた。それに伴い、ASBJ に対し DES の会計処理に関する
多くの質問が寄せられたことから、2002 年 10 月に、ASBJ から実務対応報告第 6 号「デ
ット・エクイティ・スワップの実行時における債権者側の会計処理に関する実務上の取
扱い」が公表された。
具体的には、まず実務対応報告第 6 号の対象とする範囲を、債務者が財務的に困難な
場合に行われる DES に限定したうえで、日本における通常の方法である「再建計画に
基づき当該債権者がその債権を債務者に現物出資する方法」を想定し、また、その方法
と実質的に同様の効果の得られる方法である「債務者が第三者割当増資を行い、債権者
がこれを引き受け、払い込んだ現金により債権を回収する方法」も同様の会計処理を行
うべきとしている。
また、DES により取得した株式の時価については、「金融商品に係る会計基準」や
2000 年 1 月に JICPA から公表された「金融商品会計に関する実務指針」に基づき評価
することとなるが、実務対応報告第 6 号の対象が、財務的に困難な債務者の再建の一手
法として行われる DES であることから、実行時点において利益が発生するのは極めて
例外的な状況に限られるとされている。
(3) デット・デット・スワップ（以下、「DDS」という。）
DDS とは一般に、債権者が既存の債権を別の条件の債権へ転換することをいうが、こ
のような DDS のうち、金融機関が行う DDS には、既存の貸出債権を他の債権よりも弁
済順位が劣後する条件に改定するものがある。これは、債務者が実質債務超過の状態に
あるなど、財政状態が極めて厳しい状況にある場合に貸出債権の条件を変更し、劣後化
することにより資金繰りを改善させ、他の借入金に対する債務者の返済能力を高めるこ
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とを目的とする金融支援の一環として行われるものである。
2004 年 2 月に金融庁から「金融検査マニュアル別冊〔中小企業融資編〕」の改訂版
が公表され、債務者の経営改善計画の一環として銀行の保有する貸出債権を資本的劣後
ローンへ転換し、一定の要件を満たしている場合には当該資本的劣後ローンを銀行の自
己査定上の債務者区分等の判断において債務者の資本とみなすことができることとさ
れた。その際、資本とみなすためには、銀行において当該資本的劣後ローンにつき、そ
の特性を勘案し、会計ルールに基づいた適切な引当を行うことが条件とされた。
そのため、2004 年 11 月に JICPA から、監査上、合理的と判断される会計処理を取
りまとめた、業種別委員会報告第 32 号「銀行等金融機関の保有する貸出債権が資本的
劣後ローンに転換された場合の会計処理に関する監査上の取扱い」が公表された。
(4) 「有価証券の時価評価・強制評価減」に関する検討について
2003 年 4 月に、当時の深刻なデフレ下での景気低迷や株価下落、これらに伴う金融
システムの不安等への緊急対応策として与党金融政策プロジェクト・チームから ASBJ
に対して、「長期保有の有価証券の時価評価及び強制評価減の見直し（選択制）」及び
「固定資産の減損会計に係る強制適用開始時期の延期」の検討が要請され、ASBJ は、
短期間の間に 8 回の審議を重ね、2003 年 6 月に「有価証券の時価評価・強制評価減及
び固定資産の減損会計の適用に関する緊急検討の審議結果について」を公表した。ここ
では、同審議結果のうち「長期保有の有価証券の時価評価及び強制評価減の見直し（選
択制）」について取り上げることとする。
同審議結果によると、有価証券の時価評価については、比較的最近に長期間の審議の
末に市場関係者等の合意を得て採用されたものであり、また、有価証券の強制評価減に
ついては、古くから会計慣行として定着しているものである。このため、これらを見直
す必要があると考える市場関係者等はほとんど見られず、ASBJ でも見直しを支持する
見解は出されなかった、とされている。こうした審議を踏まえ ASBJ は、「市場への情
報開示に会計基準が担う役割を犠牲にして選択制76を採用することに十分な意義を見出
すことは困難である」と結論付け、その要請を拒否している。
こうした結論に至った背景としては、例えば、「企業活動の実態をとらえるための会
計基準を景気動向や株価に応じて変更することは日本の企業・資本市場・金融システム
76 時価のある長期保有の有価証券について時価評価及び強制評価減を選択制とすること、を指
す。
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への信頼を失墜させる」といった財務諸表の信頼性の観点からの意見や、「会計は経済
実態を映し出すものであり、会計基準を変えても経済実態は変わらない」といったデフ
レ対策・経済対策としての有効性の観点からの意見もあったとされている。
第２項 銀行規制の動向
不良債権問題について前節のような状況が続く中、間接金融を正常化し金融機能を正常
化するためには、まず銀行の経営の健全性を維持・強化するような枠組みを確立する必要
があるとして、2001 年から 2002 年にかけて政府の不良債権処理の方針77が示されるとと
もに、2002 年 10 月には金融庁から「金融再生プログラム」が公表され、その中で、新し
い金融行政の枠組みとして「資産査定の厳格化」措置が講じられた。
具体的には、貸倒引当金の計上方法について、4 号実務指針では既にその適用が認めら
れていた DCF 法の採用のほか、貸倒引当金の算定期間の見直しや、企業会計制度におい
て会計処理が明確となった DES の時価評価の検証などが盛り込まれた。これらの項目に
ついては、金融検査マニュアルを改訂することにより金融検査における検証項目とされ、
例えば、DES により取得した株式の期末評価については、ASBJ の実務対応報告第 6 号に
基づいて適正に算定されているか検証することや、その際には、評価モデルの仮定の適切
性に留意すること、などが掲げられている。
(1) 金融検査マニュアルの改訂
① 貸倒引当金の計上に関する事項
2003 年 2 月に行われた金融検査マニュアルの改訂では、要管理先78及び破綻懸念先
79に対する貸倒引当金の算定手法について DCF 法を選択肢として追加80した。この結
77 ここでいう政府の方針とは、2001 年 4 月に公表された「金融経済対策」における、主要行
の破綻懸念先債権以下の債権について、原則として、既存分は 2 営業年度以内、新規発生分は
3 営業年度以内に、それぞれオフバランス化につながる措置を講じるという枠組み（いわゆる
2 年・3 年ルール）のほか、2002 年 4 月に金融庁から公表された「より強固な金融システムの
構築に向けた施策」の中で、主要行の破綻懸念先以下の債権について、金融経済対策の枠組み
に加えて、原則 1 年以内に 5 割、2 年以内にその太宗（8 割めど）についてオフバランス化に
つながる措置を講じる枠組み（いわゆる 5 割・8 割ルール）が該当する。
78 要管理先とは、銀行の自己査定において要注意先と区分された債務者のうち、債権の全部ま
たは一部が、要管理債権（金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則（1998 年
10 月）第 4 条第 4 項に定める 3 月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権をいう。）である債務者。
79 破綻懸念先とは、銀行の自己査定において、「現状、経営破綻の状況にはないが、経営難の
状態にあり、経営改善計画等の進捗状況が芳しくなく、今後、経営破綻に陥る可能性が大きい」
と認められる債務者。破綻懸念先に対する債権は、金融再生法で定められている危険債権に相
当する。
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果、要管理債権に対する引当率は 2001 年度（2002 年 3 月期）の 14.2％から 2002 年
度（2003 年 3 月期）の 20.9％に、危険債権に対する引当率は、同 67.2％から 74.3％
に上昇した（「表 10 不良債権の引当率の推移」参照）。
表 10 不良債権の引当率の推移
年度
項目
2001 2002 2003 2004 2005 2006
危険債権に対す
る引当率81 (%) 67.2 74.3 78.6 81.0 77.8 72.7
要管理債権に対
する引当率82(%) 14.2 20.9 27.1 29.6 26.1 22.2
（出所）「金融庁の 1 年（平成 18 事務年度版 資料 9－2－10）」より、筆者作成。
② DES への対応
DES により取得した株式の評価額については、ASBJ から実務対応報告第 6 号が公
表され、その取扱いが明確になったことから、金融検査マニュアルにおいても信用リ
スクの検証項目の一つとして明記された。
(2) 「バーゼルⅡ」への移行
第 1 章第 3 節第 2 項で述べた通り、1990 年代後半になって、バーゼル委員会では、
米国の銀行におけるリスク管理手法の大幅な向上などを背景として、企業会計上の資産
評価額に一定のリスクウェイトを乗じてリスクアセットを算出するという「バーゼルⅠ」
の方法では、必ずしも各資産のリスクに応じたリスクアセットの評価とはならないこと
を問題視するようになっていた。また、金融手法や金融商品が多様化する中で、より精
緻なリスク評価が必要となってきたことや、IT システムへの依存や業務の複雑化、多様
化等に伴うオペレーショナルリスクの増大への対応等が求められてきた。
こうしたことからバーゼル委員会では、1998 年に「バーゼルⅠ」の抜本的見直しにつ
いての検討を開始し、3 度にわたる包括的な市中協議案の公表に加え、個別案件に関す
る数多くのワーキングペーパーの作成を通じ、学界や金融実務関係者からの様々な意見
を規制案に反映するように努めるとともに、3 度に及ぶ定量的影響度調査（QIS）も実
80 要管理先及び破綻懸念先については、「与信額が 100 億円以上の大口債務者」について、DCF
法の適用が望ましいとされた。
81 危険債権に対する引当率は、債権額から担保・保証等により保全されている額を控除した残
額（Ⅲ分類額）に対する比率。
82 要管理債権に対する引当率は、債権額に対する比率。
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施した。こうした検討を踏まえ、バーゼル委員会は 2004 年 6 月に「自己資本の測定と
基準に関する国際的統一化：改訂された枠組み」と題する最終文書を公表し、「自己資
本に関する新しいバーゼル合意」（バーゼルⅡ）を提示するに至った。その基本的な枠
組みは次のとおりである。
① 「バーゼルⅡ」の基本的枠組み
「バーゼルⅡ」は、「バーゼルⅠ」の基本的枠組みである信用リスクに対する自己
資本比率規制を、リスク感応的に精緻化するという意味で、「バーゼルⅠ」を改訂す
るものである。ただし「バーゼルⅡ」では、新たにオペレーショナルリスクに対して
も自己資本を積むことが求められるようになったほか、後述する「三本の柱」の導入
により、最低自己資本比率の維持をあくまで一つの構成要素とする包括的な銀行シス
テムの健全性基準が提示されたという意味で、単なる改訂以上の構造的な見直しが企
図されているともいえる。以下では、「三本の柱」について、その概要を整理する。
＜第一の柱：最低所要自己資本＞
これは、従来からの「バーゼルⅠ」に相当するものである。分子（資本の定義）や
最低比率（8％）には変更がなかったが、分母（リスク）の計測手法が精緻化された。
すなわち、信用リスク計測の精緻化や、従来定量化していなかったオペレーショナル
リスクの計測を行うこととされたのである。
これにより、自己資本比率算定式は以下の通りとなった。
主な変更点としては、信用リスク計測手法について、「バーゼルⅠ」に修正を加え
た手法である「標準的手法」と、銀行が内部管理のために行っている格付を利用して
信用リスクを評価する手法である「内部格付手法」とに分け、さらに、内部格付手法
を基礎的な手法と先進的な手法とに分け、その選択適用を認めている点である83。
また、オペレーショナルリスクについても、「基礎的指標手法」、「標準的手法」、
「先進的計測手法」の 3 つからの選択適用を認めている。
＜第二の柱：金融機関の自己管理と監督上の検証＞
これは、銀行自身に自らの経営の特色とリスクの実情を踏まえた自己資本戦略の策
83 我が国において、メガバンクは 3 グループともに先進的内部格付手法を採用しており、また、
大手銀行のほとんどと地方銀行の上位の一部については、基礎的内部格付手法を採用している。
≧8％
TierⅠ(株主資本) + TierⅡ(劣後債務、有価証券含み益等) － 控除項目
信用リスク + 市場リスク + オペレーショナルリスク
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定を求め、その内容を当局が検証していくというものである。ここでは、「第一の柱」
において対象となっていない金利リスクへの備えも検証の枠組みに含まれている。こ
のように「第二の柱」は、「第一の柱」に定められた最低所要自己資本の枠組みを補
完するものとして位置付けられている。
また、規制当局は、「第二の柱」で定められている主要原則84に基づいて、銀行に
対し統合的リスク管理態勢や自己資本管理態勢の整備・運用を求め、それらの状況に
ついて金融検査等を通じて評価することとされている。それに加え、最低所要自己資
本比率を上回る銀行を対象として、収益性、信用リスク、市場リスク、流動性リスク
に着目したモニタリングを行い、それぞれについて予め共通の目線で設定した基準に
該当することとなった銀行に対し報告や是正を求め、早期の経営改善を促す枠組みで
ある「早期警戒制度」も活用することとされている。「早期警戒制度」には、「信用
集中リスク85」や「バンキング勘定における金利リスク86」に関する基準も設けられ、
モニタリングの対象とされている。
＜第三の柱：市場規律＞
これは、銀行に対しリスクや資本構成の開示（ディスクロージャー）の充実を求め、
それを通じて市場が経営を適切に監視することで、市場規律が働きやすい環境を整え
るというものである。
84 「第二の柱」に関し、「バーゼルⅡ」は次の 4 つの原則を示している。
原則 1：銀行は、自己のリスク特性に照らした全体的な自己資本充実度を評価するプロセス
と、自己資本水準の維持のための戦略を有するべきである。
原則 2：監督当局は、銀行が規制上の自己資本比率を満たしているかどうかを自らモニタリ
ング・検証する能力があるかどうかを検証（レビュー）し評価することに加え、銀行の
自己資本充実度についての内部的な評価や戦略を検証し評価すべきである。監督当局は
このプロセスの結果に満足できない場合、適切な監督上の措置を講ずるべきである。
原則 3：監督当局は、銀行が最低所要自己資本比率以上の水準で活動することを期待すべき
あり、最低水準を超える自己資本を保有することを要求する能力を有しているべきであ
る。
原則 4：監督当局は、銀行の自己資本がそのリスク特性に見合って必要とされる最低水準以
下に低下することを防止するために早期に介入することを目指すべきであり、自己資本
が維持されない、あるいは回復されない場合には早急な改善措置を求めるべきである。
85 「信用集中リスク」とは、例えば、特定債務者、特定業種、特定国、特定地域などに与信が
集中することによるリスクをいい、そうした観点からリスクの適切な把握と管理を検証するこ
ととされている。
86 「バンキング勘定における金利リスク」とは、銀行が行う取引のうち、トレーディング勘定
以外に分類されている資産に関する金利リスクのことをいい、それが、自己資本の額に照らし
て危険な水準にあるかどうかを判断するための基準として、いわゆるアウトライヤー基準が適
用されている。
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具体的には、「第三の柱」は、銀行のリスクプロファイル（リスクの内容や特性）
と自己資本充実度に関する重要な情報を、市場参加者が評価することを可能にするよ
うに設計されており、銀行は「第一の柱」及び「第二の柱」の内容について、所要自
己資本の計測根拠や資本構造、リスクエクスポージャーなどの開示を求められること
となった。
② 信用リスク量の計測
ここでは、「バーゼルⅠ」からの大きな変更点のひとつであり、かつ、企業会計上
の資産評価額と異なる概念となっている、信用リスク資産に関するリスク量計測手法
のうちの内部格付手法について、その概要を整理することとする。
基本的な考え方としては、銀行のリスク管理において、貸出時点で銀行が合理的に
覚悟している損失である「期待損失87（EL）」と、損失の期待値を上回るリスクであ
る「非期待損失（UL）」とを分けて考え、与信ポートフォリオ全体について相関等を
考慮した一定の保有期間経過後の損失額分布から推定される、ある確率のもと（例え
ば信頼区間 99.9％）で起こりうる最大損失から、期待損失を控除した部分である非期
待損失を信用リスク量として規定するのである。そして、期待損失については、貸出
金利のスプレッドや貸倒引当金によってカバー88する信用コストとし、非期待損失に
ついては、最小限の自己資本でカバーされるべき信用リスク量として厳密に推計しよ
うとするものである。
さらに、内部格付手法においては、エクスポージャー1 単位あたりの信用リスク量
が「エクスポージャー1 単位あたりの所要自己資本」として定義されており、信用リ
スク量をそのまま所要自己資本として認識することとなっている。すなわち、「バー
ゼルⅠ」において採用されていたリスク加重資産に対する自己資本比率規制という考
え方の枠組みから、市場リスク規制と同様にリスク量に対する自己資本比率規制へと
大きな転換が図られたのである。
87 EL＝PD × LGD × EAD
ここで、EL は期待損失（Expected Loss）、PD はデフォルト確率（Probability of Default）、
LGD はデフォルト時損失（Loss Given at Default）、EAD はデフォルト時エクスポージャー
（Exposure at Default）を指す。
88 ただし、期待損失は、企業会計上求められる貸倒引当金の計算結果とは必ずしも一致しない
ため、期待損失が貸倒引当金を上回る事態が生じた場合には、その上回る金額を自己資本から
控除することとされている。
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第 3 節 「税効果会計」を巡る企業会計制度と銀行規制との関係
第１項 企業会計制度の動向
2002 年 10 月に金融庁から公表された「金融再生プログラム」において、新しい金融行
政の枠組みの一つとして「自己資本の充実」が取り上げられ、その施策として「繰延税金
資産の合理性の確認」が示された89。これを踏まえ、JICPA は 2003 年 2 月に会長通牒と
して「主要行の監査に対する監査人の厳正な対応について」を発出した。
繰延税金資産の回収可能性については、既に 1999 年 11 月に委員会報告第 66 号が公表
されており、2002 年当時の主要行の監査においても同報告に従った繰延税金資産の合理性
の確認が行われていたが、同会長通牒では、「今後、より厳正な主要行の監査を行うため
に」特に留意すべき事項を掲げている。
具体的な事項としては、例えば、回収可能性の判断指針として、委員会報告第 66 号で
は課税所得の見積可能期間をおおむね 5 年としているが90、「当該見積可能期間は、個々
の会社の業績予測期間、会社の置かれている経営環境等を勘案した結果、5 年以内のより
短い期間となる場合があり、その場合には、この短い期間を合理的な見積可能期間とする
必要があるとされている点には、十分に留意する必要がある。」とされているほか、会社
区分の判断に際して勘案することとなっている「非経常的な特別の原因」について、「同
種同一事象であってもそれぞれの主要行が置かれている状況により、その結果が異なる場
合があり、それが非経常的であるかどうかについて十分な検討が必要である。」とされて
いる。
このほか、「課税所得の合理的な見積り」、「将来の不確実性の考慮」及び「将来減算
一時差異の解消のスケジューリング」といった項目が留意事項として記載されているなど、
全体として繰延税金資産を保守的に、あるいは、慎重に計上することを求めるような内容
となっている。
第２項 銀行規制の動向
金融ビッグバンの一環として 1998 年 10 月に設定された「税効果会計に係る会計基準」
によって、銀行の貸借対照表には多額の繰延税金資産が計上されることとなった。その後、
前項で触れたように、2002 年 10 月の「金融再生プログラム」において「自己資本の充実」
89 そのほか、新しい金融行政の枠組みとして、「資産査定の厳格化」及び「ガバナンスの強化」
も掲げられており、その施策として、「外部監査人の機能」も示されていた。
90 前掲「表 7 会社の実態に応じた例示区分」参照。
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が取り上げられ、2004 年 6 月に金融審議会（金融分科会第二部会）から、「自己資本比
率規制における繰延税金資産に関する算入の適正化及び自己資本のあり方について」が報
告された。
同報告書では、自己資本比率規制の目的やその運用にあたっての問題点や留意点につい
て整理を行ったうえで、繰延税金資産については、その資産性が将来の課税所得に依存し
ていることや、金融機関が破綻した場合には無価値となることから、その脆弱性を認め、
繰延税金資産の自己資本に対する割合が将来的に低下していくことが望ましいとの認識に
至った、とされている。以下、同報告書の概要について整理する。
(1) 「自己資本比率規制に関するワーキングループ91」における議論とその後の経緯
自己資本比率は、第 1 章第 3 節第 3 項で述べたように、銀行の経営の健全性を判断す
る際の基本的な指標であり、また、自己資本比率規制は健全性確保のための手段として
重要な役割を果たすことが期待されている。このため、同ワーキンググループにおいて
も、銀行規制上の自己資本比率の定義は、透明性を確保した形で監督行政の視点から、
規制当局が主体的に判断する必要がある、とされた。
そして、自己資本比率規制については、その有効性を巡って、①破綻直前には表面上
自己資本比率の健全性の基準を満たしていた銀行でも破綻後は債務超過となる事例が
多かったこと、②自己資本比率の健全性の基準を一旦下回ると、早期是正措置の発動に
よる経営改善を図る間もなく破綻に至ったケースがあったため、制度に期待された効果
が十分に発揮されていないのではないかという疑問が出された。
このような自己資本比率規制の有効性への疑問に関しては、銀行の不良債権に対する
引当が不十分であったことのほか、破綻時には無価値となる繰延税金資産が多額である
ことにより、公表される自己資本比率が信頼できないものとなっているのではないかと
いう点などが指摘された92。
また、繰延税金資産については、将来の課税所得という未確定のものにより資産性が
判断されることから、その判断により計上額が大きく振れる可能性があることや、銀行
91 金融審議会（金融分科会第二部会）の中に作られたワーキンググループ。2003 年 7 月に金
融審議会（金融分科会第二部会）に対し、繰延税金資産のあり方を含めた自己資本比率規制の
問題点等に関するそれまでのワーキングループにおける議論を、「経過報告」として報告して
いる。
92 一方で、自己資本比率規制がもたらす副作用や弊害については、自己資本比率が最低自己資
本比率に近づいている状況では、銀行がもっぱら比率の達成を目的とした行動をとるために経
営に歪みが生じるのではないかという見方や、プロシクリカリティの問題も指摘されていた。
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が破綻した時には無価値となることから、資産としての脆弱性が認められる。他方、繰
延税金資産の発生・増加については、銀行が、税効果会計導入以降、不良債権処理を加
速し引当の厳格化を進めた結果、企業会計上の費用計上時期に比べ税務上の損金算入時
点が遅い貸倒引当金が増加したことがその要因と考えられ、それにより自己資本に対す
る繰延税金資産の割合も高まったとしている。
こうした現状認識を踏まえ、同報告書では、繰延税金資産のあり方について、繰延税
金資産の自己資本に対する割合が将来的に低下していくことが望ましいとの認識を示
しながら、その取組方法については様々な意見が出されたとしている。
このうち繰延税金資産の額に関しては、不良債権の最終処理が進展すれば繰延税金資
産は減少していくと考えられることから、引き続き不良債権のオフバランス化の進展が
必要であるという意見が出されたほか、銀行の自己資本の充実によって繰延税金資産の
資産性や信頼性が高まることから、銀行に対し収益力の向上による自己資本の充実のた
めの最大限の努力を行うことを求めるとの意見が出された。さらに、規制当局において
も、こうした銀行の自主的な努力を監視し促進させる積極的な取組みが求められた。
また、繰延税金資産の計上額に対する信頼性を高めるためには繰延税金資産に係る情
報開示の拡充が必要であるとされ、それを受けて 2003 年 10 月に、金融庁から主要行に
対して「繰延税金資産の情報開示の拡充について」の要請がなされ、算入根拠、過去 5
年間の課税所得、実質業務純益・税引前当期純利益の見込み額、調整前課税所得の見積
り額、及び繰延税金資産・負債の主な発生原因についての開示の拡充が求められた。
しかしながら、税効果会計という制度自体については、企業会計と税務との相違の調
整を図るものであり、特段の異論は出されなかった。
(2) 繰延税金資産の算入の適正化に関する基本的考え方
以上のような議論を踏まえて、同報告書では、繰延税金資産の算入の適正化に関する
基本的な考え方を取りまとめている。
まず、規制当局には、銀行の健全性を判断する基準について、企業会計制度から提供
される会計情報を前提としつつも、預金者保護や信用秩序の維持の観点から、企業会計
制度上の基準とは異なる銀行規制上の基準を主体的に定め、それにより銀行の健全性の
確保に努めることが求められるとされた。
一方、繰延税金資産の脆弱性のうち、繰延税金資産の資産性が将来の課税所得の予想
に依存している点については、まず、会計上厳正な計上が求められるとし、既に 2003
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年 2 月の JICPA の会長通牒を受けて、監査人と金融機関が議論を重ね、繰延税金資産
について厳正に計上されているが、繰延税金資産の規模が大きくなり過ぎているという
厳然とした事実があることから引き続き厳正な計上が求められる、という意見があった
とされている。
こうした状況を踏まえ、同報告書では、預金者保護の観点から繰延税金資産の脆弱性
は看過できず、規制当局は早期是正措置がよりよく機能するよう自己資本比率規制にお
ける繰延税金資産の算入の適正化を行うことが適当との意見が大勢を占めたとされて
いる。
(3) 自己資本比率規制における繰延税金資産の算入の適正化
同報告書を踏まえ、2005 年 9 月、自己資本比率の基準を定めている金融庁告示93が改
正され、主要行については、繰延税金資産が自己資本比率規制における TierⅠの額の
20％を上回った部分を TierⅠから控除することとされた。その適用時期は、2006 年 3
月期からとされたが、同告示の附則において経過措置も講じられ、2006 年 3 月期は Tier
Ⅰの額の 40%、2007 年 3 月期は同 30%を上回った部分を控除するとされた。なお、2011
年 3 月期決算においては、同告示により繰延税金資産が TierⅠから控除された主要行は
ない94。
第 4 節 「金融ビッグバンから世界金融危機まで」の両者の関係 （小括）
第１項 「金融商品会計」を巡る両者の関係
2000 年以降、銀行の不良債権問題や、その問題から派生した中小企業を中心とする、い
わゆる貸し渋りが当時の日本経済の大きな問題の 1 つと捉えられていた中、銀行規制は、
2002 年 10 月公表の「金融再生プログラム」の下、厳格な資産査定の実施などにより、そ
の目的の 1 つである信用秩序の維持、あるいは、預金者保護を確保する取組みを推進した。
また、銀行の不良債権問題を解決する過程で新たに問題となった、いわゆる貸し渋りに関
して、一定の条件を満たす資本的劣後ローンを銀行の自己査定上、資本とみなすといった
施策を実施するなど、銀行規制のもう１つの目的である円滑な金融仲介機能の確保にも対
応しようとした。
93 「銀行法第 14 条の 2 の規定に基づき自己資本比率の基準を定める件（平成 5 年（1993 年）
3 月大蔵省告示第 55 号）」
94 告示の改正後、繰延税金資産が TierⅠから控除された例としては、中央三井信託銀行の 2009
年 3 月期、2010 年 3 月期が挙げられ、控除額は、それぞれ 524 億円、141 億円となっている。
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こうした緊迫した金融経済情勢を踏まえ、企業会計制度も、2003 年 2 月には貸倒引当
金の算定に係る DCF 法についての監査上の留意事項を公表し、また、2002 年 10 月には
DES に係る取扱いを、2004 年 11 月には DDS に係る取扱いを明確化するなどの対応を行
った。このうち、DES や DDS に関する取扱いの明確化は、新たに発生した経済事象に対
して既存の会計基準をどのように適用するかに関する指針であり、企業会計制度の目的を
果たすための対応と考えられる。また、与党金融政策プロジェクト・チームから要請され
た長期保有の有価証券の時価評価及び強制評価減を選択制とすることについては、企業会
計制度の情報提供目的の観点から要請を拒否している。
しかしながら、DCF 法の将来キャッシュ・フローの見積もりに関して、監査人に対し保
守的な対応を要請したことは、企業会計制度の目的である投資家の意思決定に有用な情報
を提供するという観点から説明するのは難しいと考えられる。なぜなら、仮に、不良債権
問題がクローズアップされていた当時の状況の中、債権者が貸倒引当金の計上額について、
より保守的に見積もった情報を望んでいたとしても、株式投資家までもが同様の情報ニー
ズを有していたかは定かではない。また、第 1 章第 1 節第 1 項で触れたように、ASBJ の
討議資料「財務会計の概念フレームワーク」においても、保守性あるいは保守的思考は意
思決定有用性とは別の観点から考えられるものとされている95からである。
こうした中において企業会計制度の取った対応は、その特性として保守性あるいは保守
的思考をもつ銀行規制の動向と整合的であることを踏まえると、日本の緊迫した金融経済
問題を解決するために、企業会計制度が銀行規制の動きに配慮した対応を行ったものと考
えられる。
第２項 「税効果会計」を巡る両者の関係
2000 年代の前半、銀行の不良債権問題の解決に向けた取組みを背景として、主要行を中
心に、繰延税金資産の自己資本に対する割合が大きくなり、繰延税金資産の脆弱性が新た
な問題となる中で、銀行規制は、金融審議会の答申を踏まえ、その目的である信用秩序の
維持、あるいは、預金者保護を確保する取組みを実施したと考えられる。すなわち、主要
行に対する「繰延税金資産の情報開示の拡充」の要請や、「自己資本比率規制における繰
延税金資産の算入の適正化」といった取組みである。このことは銀行規制が、企業会計制
95 なお、保守的な会計処理については、「経営者が潜在的に有している『水増し志向』を相殺
する観点から、むしろ保守的経理は積極的に意義づけられる」との主張もあり、必ずしも否定
的にとらえる必要はないとする考え方もある。
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度が提供する会計情報を基本としつつも、独自の目的を達成する観点から会計情報を加工
して利用した一例と考えられる。
一方、企業会計制度は、1998 年 10 月公表の「税効果会計に係る会計基準」や 1999 年
11 月公表の委員会報告第 66 号について特段の見直しを行っていない。この点については、
税効果会計の目的が企業会計と税務との調整であり、その必要性自体は変化していないこ
とを踏まえると、企業会計制度が、会計基準の改訂など何らかの対応を取る必要はなかっ
たと考えられる。
しかしながら、2003 年 2 月公表の JICPA の会長通牒の内容が、委員会報告第 66 号の
具体的な適用に関して、繰延税金資産を保守的に、あるいは、慎重に計上すべきとなって
いることは、企業会計制度の目的である投資家の意思決定に有用な情報を提供するという
観点から説明するのは難しいと考えられる。なぜなら、会計情報が投資家の意思決定に有
用な情報であるための特性は意思決定との関連性や信頼性であって、仮に、当時、主要行
の繰延税金資産が自己資本対比過大になっているのではないかとの論調が大勢を占めてい
たとしても、保守性あるいは保守的思考に基づく保守的な情報が、ただちに意思決定に有
用であるとはいえないと考えられるからである。
こうした中において企業会計制度の取った対応は、その特性として保守性あるいは保守
的思考をもつ銀行規制の動向と整合的であることを踏まえると、銀行における繰延税金資
産に関する問題を解決するために、企業会計制度が銀行規制の動きに配慮した対応を行っ
たものと考えられる。
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第 4 章 「世界金融危機以降－2007 年秋以降－」の企業会計制度
と銀行規制との関係
第 1 節 世界金融危機以降の金融経済情勢
本節では、2007 年秋以降の米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危
機の状況について簡単に触れるとともに、世界金融危機が日本の銀行に及ぼした影響につ
いて整理することとする。
第１項 2007 年秋以降の金融危機における金融経済情勢
(1) 「リーマンショック96」以前の状況
第 3 章第 1 節第 1 項で述べた通り、2002 年度以降、日本経済は低成長ながらも景気
回復を続け、実質 GDP は 2007 年度においても対前年度比 1.8％を記録していたが、2008
年に入ってからは足踏み状態となった。この背景には、原油・原材料価格の高騰や、2007
年秋以降、急激に世界経済の先行き不透明感を高めた米国のサブプライムローン問題の
影響があった。サブプライムローン問題は、直接的には米国の住宅ブーム97のほか、資
産担保証券（ABS：Asset-backed securities ）や債務担保証券（CDO：Collateralized Debt
Obligation）といった証券化商品の普及98がバブル的な状況に発展、崩壊したことが原
因とされるが、そうした米国の国内問題が世界の金融資本市場に影響を与えたのは、新
興国を含めた経常収支黒字国の余剰資金が米国の巨額な経常赤字をファイナンスする
という形で、米国に流入していたためと考えられている99。
金融面をみると、銀行は総じて緩和的な貸出姿勢を続け、貸出残高も緩やかに増加し
96 2008 年 9 月 15 日に、米国の大手投資銀行であったリーマン・ブラザーズが、連邦破産法第
11 章の適用を連邦裁判所に申請。これをきっかけに、株価が下落し資金取引が滞り、また、大
手金融機関が連鎖的に経営危機に陥るなど、世界的な金融危機へと波及した。[秋葉 2011b]
97 米国の住宅ブームにおいては、住宅価格の上昇に対する過度な期待や証券化等の金融技術の
発展等を背景にサブプライムローン貸出が急速に普及すると同時に、それを担保とする住宅ロ
ーン担保証券（RMBS：residential mortgage-backed securities）や RMBS を担保に再証券化
した CDOへの投資も、銀行やその傘下の投資ビークル（SIV：Structured Investment Vehicle）
などで広く行われた。
98 「ABS」は一次商品に、「CDO」は二次商品に該当する。「CDO」は、裏付資産が公社債の
みで構成される「CBO：Collateralized Bond Obligation」と貸付債権のみで構成される「CLO：
Collateralized Loan Obligation」の総称であり、証券化商品を裏付けとするものは「ABSCDO」
と呼ばれている。また、現物の負債性商品を裏付けとする「キャッシュ CDO」に対し、「クレ
ジット・ディフォルト・スワップ（CDS）」などのクレジット・デリバティブを用いて信用リ
スクを組み込んだものは、「シンセティック CDO」と呼ばれる。[秋葉 2011b]
99 内閣府「平成 20 年度年次経済財政報告」参照。
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ていたほか、CP・社債の発行残高も前年を上回って推移しており、企業金融を巡る環境
は緩和的な状態にあった。また、企業の資金繰りも、中小企業でやや悪化していたが、
全体としてみれば良好に推移していた100。
(2) 「リーマンショック」以降の状況
こうした緩やかな景気後退を示していた日本経済の状況は、2008 年 9 月のリーマン
ショックによって一変し、外需の大幅な減少に伴う企業部門の急速な悪化が始まった。
2007 年度まで回復を主導してきた輸出が、2008 年度に入ってほとんど伸びなくなり、
実質輸出は 2008年 10－12月の対前期比が▲14.7％と統計開始以来最大のマイナス幅と
なったほか、GDP も対前年度比▲3.7％と、急速に悪化した101。
金融面をみると、リーマンショック直後は対前年比でマイナスとなっていた社債の発
行残高は、多くの企業が手元流動性を厚めに保有し続けたことなどを背景に、2009 年に
入ってマイナス幅が縮小し、2009 年度には対前年比プラスに転じたほか、銀行貸出も大
企業向けを中心に高い伸びを続けていた。このように資金調達は増加しているにもかか
わらず、自社の資金繰りや金融機関の貸出態度が「厳しい」とする企業が増え、2009
年 3 月には、資金繰り判断 DI や貸出態度判断 DI102は、大企業、中小企業とも大幅に悪
化した。
第２項 世界金融危機の国内銀行への影響
2008 年 9 月のリーマンショック以降の日本国内の金融資本市場についてみると、株価
が大幅に下落したことなどから投資家のリスク許容度が低下したこともあって、低格付の
社債発行が困難になったほか、CP 市場では、CP 発行金利が一時銀行借入金を上回るとい
った異例の事態が生じた。このように金融資本市場でのリスクの取り手が減少する中で、
銀行部門の役割が重要となった。
日本の銀行は、当初、欧米と比べ相対的に健全であると考えられていたが、リーマンシ
ョック以降の株価の下落等により、その財務状況に影響が及んだ。まず、損益面への影響
をみると、第一は、一般貸倒引当金繰入額を含む与信関係費用の大幅な増加である。これ
は、景気の急速な悪化を背景とする企業の信用リスクの高まりに応じて、貸倒引当金が積
み増されたことによる影響と考えられる。第二は、株式等関係損益の損失額の増加である。
100 日本銀行「金融経済月報（2008 年 4 月）」参照。
101 内閣府「平成 21 年度年次経済財政報告」、内閣府「国民経済計算年報（平成 22 年版）」参
照。
102 日本銀行が 3 か月ごとに実施している「企業短期経済観測調査（短観）」による調査項目。
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これは、世界的な株価の下落を反映しており、当該損失額の大幅な増加は、世界的な株価
の調整が極めて急激であったと考えられる（「表 11 世界金融危機の国内銀行への影響」
参照）。
次に、ストック面への影響をみると、第一に、自己資本比率は、2008 年度（2009 年 3
月期）においては対前年度比横ばいとなっているほか、例えば、主要行等の平均でみると
12％台を維持しており、国際統一基準の 8％の達成が直ちに懸念される状況にはなかった。
ただし自己資本比率規制は、2008 年 12 月以降、その適用に関して一部弾力化措置が取ら
れており、それによる影響も考慮する必要があると考えられる。この点については後述す
る。第二に、不良債権は、主要行等の平均でみると幾分増加しているが、引き続き低水準
にあるといえる。ただし不良債権についても、2008 年 11 月に、その解釈に関して一部見
直しが行われており、それによる影響も考慮する必要があると考えられる。
表 11 世界金融危機の国内銀行への影響
銀行
年度
項目
三菱東京 UFJ 銀行 みずほ銀行 三井住友銀行
2007 2008 2007 2008 2007 2008
与信関係費用総額
（対前年度比）(億円)
▲1,147
(▲760)
▲4,240
(▲3,093)
▲1,794
(▲1,139)
▲3,148
(▲1,354)
▲1,477
(▲256)
▲5,500
(▲4,023)
株式等関係損益
（対前年度比）(億円)
▲571
(▲1,510)
▲4,487
(▲3,916)
490
(2,141)
▲1,630
(▲2,120)
▲1,410
(▲1,520)
▲2,204
(▲794)
自己資本比率
（対前年度比）(%)
11.20
(▲1.57)
12.02
(0.82)
11.97
(0.23)
11.77
(▲0.20)
12.19
(▲0.76)
13.54
(1.35)
不良債権比率
（対前年度比）(%)
1.18
(▲0.26)
1.32
(0.14)
1.77
(0.20)
2.19
(0.42)
1.24
(0.03)
1.78
(0.54)
（出所）各行決算説明資料（2007 年度、2008 年度）より、筆者作成。
※ 自己資本比率を除いて単体ベース。
※ 与信関係費用総額は、与信関係費用に一般貸倒引当金繰入（または戻入）額を考慮したもの。
第 2 節 「金融商品会計」を巡る企業会計制度と銀行規制との関係
第１項 企業会計制度の動向
本項では、前節で記載した世界金融危機に伴う金融市場の混乱を背景に、「金融商品会
計」に関して企業会計制度がどのように対応してきたのかを整理することとする。
(1) 金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い
2008 年 10 月に ASBJ から公表された実務対応報告第 25 号「金融資産の時価の算定
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に関する実務上の取扱い」は、金融資本市場の混乱を背景にして、時価の算定に関する
質問が ASBJ に多数寄せられたことから、金融商品の会計処理及び時価の算定は、企業
会計基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」及び会計制度委員会報告第 14 号「金融
商品会計に関する実務指針」等に基づいて行われていることの理解を促進するために、
Q＆A 形式でまとめられたものである。
具体的には、時価の概念を改めて整理したうえで、不利な条件で引き受けざるを得な
い取引又は他から強制された取引による価格は時価ではないことを再確認しているほ
か、市場価格がある場合でも、実際の売買事例が極めて少ない金融資産や、売り手と買
い手の希望する価格差が著しく大きい金融資産は市場価格がない（又は市場価格を時価
とみなせない）と考えられることが示されている。また、こうした状況においては、時
価は、基本的に経営者により合理的に算定された価額によることとなるが、その際の留
意事項として、例えば、算定方法として将来キャッシュ・フローの割引現在価値を採用
する場合には、キャッシュ・フローの変動要因等を織り込むことや、適用する割引率か
ら恣意性を排除することなどが示されている。
このように、実務対応報告第 25 号は時価の算定に関する既存の会計基準の説明であ
り、企業会計制度が、金融危機を踏まえて新たな対応を行ったというものではないと考
えられる。
(2) 債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い
実務対応報告第 26 号「債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い」は、金融
資本市場における混乱を背景に、IASB が IAS103第 39 号「金融商品：認識及び測定」及
び IFRS104第 7 号「金融商品：開示」を改正し、金融資産の保有目的区分の変更の取扱
いを変更したことに伴い、2008 年 12 月に ASBJ から公表された。
現行の金融商品に関する基準においては、債券の保有目的区分は、経営者による判断
の恣意性を排除するために、変更が認められる場合を限定し、原則として取得当初の保
有区分を取得後に変更することは認めていない。
しかしながら、実務対応報告第 26 号においては、想定し得なかった市場環境の著し
い変化によって流動性が極端に低下したことなどから、保有する債券を公正な評価額で
103 IAS とは、International Accounting Standards の略であり、国際会計基準のこと。
104 IFRS とは、International Financial Reporting Standards の略であり、国際財務報告基
準のこと。なお、IAS と IFRS とその解釈指針を総称するときは、IFRSs と複数形で表記され
ることもある。[秋葉 2011a]
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ある時価で売却することが困難な期間が相当程度生じているような稀な場合において
は、例えば売買目的有価証券について、「時価の変動により利益を得ることを目的とし
て保有する有価証券」（金融商品に関する会計基準第 15 項）という定義や、「短期間
の価格変動により利益を得ることを目的として保有することをいい、通常は同一銘柄に
対して相当程度の反復的な購入と売却が行われるものをいう」（金融商品会計に関する
実務指針第 65 項）という要件を満たしていないと考え、売買目的有価証券からその他
有価証券への振替、あるいは、満期保有目的の債券への振替105ができることとされた。
また、実務対応報告第 26 号の適用については、実務対応報告第 26 号の公表日前でも、
市場環境を踏まえてトレーディング取引の対象としないという意思決定又は満期まで
保有するという意思決定を既に行っており、それを確認できる場合には当該意識決定を
行った時点から適用できるとされた。
以上のような実務対応報告第 26 号の取扱いについては、経済環境の変化に応じて会
計基準を変更しても企業の財務実態が変わるわけではないことや、緊急避難的に会計基
準を変更することは会計基準設定主体への信頼性を著しく損なう恐れがあるといった
意見のほか、適用時期について、実務対応報告第 26 号の公表日以前に行われた意思決
定にも適用することは、事実関係と必ずしも合致しない適用日を選択できるとの誤解を
生じさせ、経営者のモラルハザードを助長する懸念があるとの意見もあった106。
なお、ASBJ は、当該当面の取扱いについて、適用事例が少数に留まっていることな
どを理由に、その適用期間を延長しないことや、保有目的区分変更後の注記も継続しな
いことを決め、実務対応報告第 26 号は 2010 年 3 月末をもって廃止された。
第２項 銀行規制の動向
本項では、前節で記載した世界金融危機に伴う金融市場の混乱を背景に、「金融商品会
計」に関して銀行規制がどのように対応してきたのかを整理することとする。
(1) 自己資本比率規制の一部弾力化の取組み
2008 年 10 月に「新たな経済対策に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会
議」が公表した「生活対策」において、金融資本市場安定対策の一環として「現在の市
場環境の下、自己資本比率の急激な変動により、金融機関の金融仲介機能を低下させな
105 満期保有目的の債券へ振り替える際には、当該債券が満期保有目的の債券の定義及び要件
を満たしている必要がある。
106 「実務対応報告第 26 号 第 20 項」、参照。
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いよう、国際合意の枠組みも踏まえつつ、規制の一部弾力化を図る」こととされた。
具体的には、国内基準適用行については、有価証券の評価損の約 60％を TierⅠから
控除していたものを控除しないこととし、また、国際統一基準適用行については、信用
リスクのない債券107の評価損益について、評価益を TierⅡ資本に算入しないとともに評
価損も TierⅠ資本から控除しない取扱いを認めることとした108（「表 12 自己資本比
率規制の一部弾力化の概要」参照）。
また、中小企業金融の円滑化等に資する取組みの観点から、自己資本比率規制の一部
が改正された。現行の自己資本比率規制では、同一の債務者への与信額が 1 億円以下の
「中小企業向け与信」については、その小口融資による分散効果を反映して、通常の与
信に対するリスクウェイト（100％）より低い 75％が適用されている。この「同一債務
者への与信額が 1 億円以下」の取扱いについて、本改正以前は、信用保証協会の保証が
付いた部分109も与信額に含めていたが、本改正によってこれを別枠とし、直接与信額が
1 億円以下の「中小企業向け与信」についてリスクウェイト 75％を適用することとなっ
た。これによって銀行は、リスクウェイト 75％を適用できる直接与信額を増加させるこ
とも可能となるため、中小企業金融の一層の円滑化に資することが期待されている。
表 12 自己資本比率規制の一部弾力化の概要
適用基準 有価証券の種類 基準の概要 弾力化の概要
国内基準
国債等 評価益：自己資本に反映せ
ず
評価損：約 60％を TierⅠ
資本から控除
（評価益：変更なし）
評価損：自己資本に反映
せず株式・社債等
国際統一基準
国債等
評価益：約 45％を TierⅡ
資本に算入
評価損：約 60％を TierⅠ
資本から控除
評価益：自己資本に反映
せず
評価損：自己資本に反映
せず
株式・社債等
（評価益・評価損ともに
変更なし）
（出所）金融庁告示第 79 号より、筆者作成。
107 例えば国債等の、標準的手法においてリスクウェイト 0％が適用されている有価証券が該当
する。
108 2008 年 12 月 12 日付「金融庁告示第 79 号」、参照。
109 信用保証協会の保証付与信については、リスクウェイト 10％が適用されている。
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(2) 「バーゼルⅡ」の枠組みの強化
2009 年 7 月にバーゼル委員会から公表された「バーゼルⅡの枠組みの強化に関する
文書」は、今般の世界金融危機において、その損失の多くやレバレッジの積み上がりの
大半がトレーディング勘定で発生したことを踏まえたものとなっている。すなわち同文
書は、その構成を①1996 年に導入されたトレーディング勘定に対する資本賦課の取扱い
の強化、②「バーゼルⅡ」の「三本の柱」を強化する措置に大別し、それぞれについて
文書を公表したのである110。
① トレーディング勘定に係るマーケット・リスク計測手法の見直し
マーケット・リスクの枠組みの主な改訂項目としては、以下のとおり 4 つが挙げら
れている。
(ⅰ) トレーディング勘定において内部モデルを用いる銀行は、重大な金融ストレ
ス期の連続する 12 か月間のヒストリカル・データに基づき、ストレスのかかっ
た VaR（ストレス VaR）を算出しなければならない。
(ⅱ) トレーディング勘定において、個別リスクに内部モデルを用いる銀行は、ク
レジット関連商品に対して、より長期の流動性ホライズンにおけるデフォル
ト・リスク及び格付遷移リスクを捕捉する追加的リスクに係る自己資本賦課
（IRC：Incremental Risk Charge）を算出しなければならない。
(ⅲ) トレーディング勘定で保有される証券化商品は、銀行勘定における証券化商
品と同様に、「バーゼルⅡ」の証券化商品に係る自己資本賦課の対象となる。
(ⅳ) いわゆるコリレーション・トレーディングの対象商品111は、証券化商品に係
る完全な取扱いの適用を免除され、修正された標準的方式による資本賦課又は
包括的リスク計測モデルに基づく資本賦課の対象とすることを可能とする。
バーゼル委員会によると、こうした改訂が、複雑なトレーディング業務に係る信用
リスクを捕捉するためのより高い資本賦課を導入するものであると同時に、ストレス
VaR による資本賦課を含むことによって、最低自己資本の枠組みのシクリカリティを
抑制することにも役立つとされている。[BIS 2009b]
110 ①については、「バーゼルⅡにおけるマーケット・リスクの枠組みに対する改訂」及び「ト
レーディング勘定における追加的リスクにかかる自己資本の算出のためのガイドライン」が公
表され、②については、「バーゼルⅡの枠組みの強化」が公表された。
111 コリレーション・トレーディングの対象商品は、参照対象（裏付）資産が単一名（シング
ル・ネーム）の商品で構成され、かつ当該資産が売買双方向に流動性のある市場を有する証券
化商品及びバスケット型クレジット・デリバティブであるものを指す。
-65-
② 「バーゼルⅡ」の「三本の柱」の強化
2008 年 4 月の金融安定化フォーラム（FSF）112の提言により、「バーゼルⅡ」の
枠組みの強化が図られた。具体的には、「第一の柱」では、再証券化エクスポージャ
ーの取扱いの導入や、外部格付の利用に際する要件の強化、適格流動性補完の取扱い
の強化が図られている。また、「第二の柱」では、銀行横断的なガバナンスとリスク
管理を強化することや、オフバランス取引と証券化業務のリスクの捕捉などを掲げて
いる。そして、これらの見直しを踏まえ、ディスクロージャー面の強化として「第三
の柱」の見直しが図られている113。
(3) 「バーゼルⅢ」の概要と移行に向けた取組み114
「リーマンショック」を契機として、国際的な金融規制改革は首脳レベルでの主要な
課題となった。2008 年 11 月のワシントン・サミットから 2010 年 10 月のソウル・サミ
ットまで 5 回の G20 サミットが開催されたが、国際的に活動する銀行の自己資本及び流
動性に係る新たな規制基準の設定は、国際的な金融規制改革の中核的課題とされてきた。
こうした流れの中で、バーゼル委員会は、2009 年 12 月に市中協議文書として新たな
規制案を発表し、その後、広範な市中協議や包括的な定量的影響度調査（QIS）の結果
を踏まえつつ議論を行い、2010 年 12 月、国際的に活動する銀行の自己資本と流動性に
係る国際的な基準の詳細を示す「バーゼルⅢテキスト115」を公表するに至り、2013 年 1
月以降段階的に適用するとした。
ここでは、「バーゼルⅢテキスト」の概要について、企業会計制度と関連する部分を
中心に整理することとする。
① 「バーゼルⅢテキスト」の構成
公表された「バーゼルⅢテキスト」は、①自己資本比率規制に係る基準を定めた「よ
り強靭な銀行と銀行システムのための国際的な規制の枠組み」及び②流動性規制に係
る基準を定めた「流動性リスク計測、基準、モニタリングのための国際的枠組み」の
112 金融安定化フォーラム（FSF：Financial Stability Forum）とは、金融市場の監督及び
サーベイランスに関する情報交換と国際協力の強化を通じて国際金融の安定を促進するこ
とを目的に、７カ国蔵相・中央銀行総裁会議によって 1999 年に創設されたもの。
113 金融庁、日本銀行「バーゼルⅡの枠組みの強化 ―バーゼルⅡの枠組み強化の概要－（2009
年 9 月）」参照。
114 [池田・森 2011]参照。
115 正式名称は、「バーゼル銀行監督委員会によるバーゼルⅢテキスト及び定量的影響度調査の
結果公表について」
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2 つから成る。前者①では、 (ⅰ)最低所要水準と資本の定義、(ⅱ)リスク補足、(ⅲ)
資本保全バッファー、(ⅳ)カウンターシクリカルな資本バッファー、(ⅴ)レバレッジ比
率について定めている。また後者②では、流動性規制に関し、(ⅰ)規制基準、(ⅱ)モニ
タリング手法等が定められている。
② 最低所要水準と資本の定義
自己資本の最低所要水準については、総資本比率で 8％、TierⅠ比率で 6％、うち
「普通株等 TierⅠ」で 4.5％となっている。
資本の算入要件については、「その他 TierⅠ（TierⅠのうち「普通株等 TierⅠ」以
外の部分）」及び TierⅡについて、①ステップアップ金利や償還への誘因を伴う資本
性商品は認められないこと、②償還やコール期限等の実効満期日までの期間が最低で
も 5 年以上であること、が求められることとなる。また、「その他 TierⅠ」について
は、いわゆるゴーイング・コンサーン・ベースでの損失吸収力が求められることから、
①破産法上の資産・負債の判定において債務超過となることに寄与するものでないこ
と、②会計上負債に分類されるものである場合には、ゴーイング・コンサーン・ベー
スのトリガー・ポイントにおいて元本削減又は普通株転換による損失吸収力を有した
ものでなければならないこと、が求められることとなる。
また、資本の定義（規制上の調整・控除項目）については、現行規制である「バー
ゼルⅡ」に比べ、資本から控除される項目が増加している。例えば、繰延税金資産は、
企業会計と税務との一時差異に基づくものに限ったうえ116で、「普通株等 TierⅠ」の
10％までに算入を制限されるほか、「他の金融機関の普通株への重要な出資」等との
合算で「普通株等 TierⅠ」の 15％までに算入を制限されることとなる（「表 13 自
己資本への算入が新たに制限されることとなった項目」参照）。
さらに、「バーゼルⅢ」では、確定給付年金に係る積立不足額や有価証券に係る評
価損益等で構成される「その他の包括利益累計額117（AOCI：Accumulated Other
Comprehensive Income ）」が「普通株等 TierⅠ」に含まれることとなっている。こ
のため、AOCI に関する会計基準が、自己資本比率規制上の「普通株等 TierⅠ」に直
接的な影響を及ぼすことになる。しかし、その他の包括利益（OCI）は経営者による
116 具体的には、企業会計上、一時差異と同様に取り扱うとされている繰越欠損金が除外され
ている。
117 包括利益（CI：Comprehensive Income）と純利益（NI：Net Income）との差額に相当す
る、その他の包括利益（OCI：Other Comprehensive Income）の累計額。
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コントロールが困難で再起性を欠くといわれ[米山 2011]、その累積額である AOCI を
規制上の自己資本（普通株等 TierⅠ）に含むことは、プロシクリカリティ（景気循環
増幅効果）の増大につながりかねない。これは、「バーゼルⅢ」の基本的なコンセプ
トの一つであるプロシクリカリティの抑制に反するとも考えられる（この点について
は、第 4 節第 1 項参照）。
そのほか、[藤田・野崎 2011]によると、バーゼル委員会は、「バーゼルⅢ」におけ
るプロシクリカリティ抑制のための施策として、将来的な景気動向を見据えた「フォ
ワード・ルッキング」な引当方法の採用を考えたが、それについては、同時期に会計
基準の見直しを図っていた IASB に議論を委ねたとされている118。
表 13 自己資本への算入が新たに制限されることとなった項目
項目 内容
少数株主持分
銀行である子会社の最適基準＋資本保全バッファー対応部分
を除き、算入不可。
繰延税金資産
企業会計と税務の一時差異に基づくものに限定したうえで、
「普通株等 TierⅠ」の 10％以上の部分は算入不可。
他の金融機関への
10％超普通株出資
「普通株等 TierⅠ」の 10％以上の部分は算入不可。ただしカ
ウンターパーティ・リスクのあるヘッジ手段との相殺は可能。
無形固定資産 「普通株等 TierⅠ」から全額控除。
（出所） 金融庁/日本銀行「バーゼル銀行監督委員会によるバーゼルⅢテキストの公表等について」
（2011 年 1 月）より、筆者作成。
③ 資本バッファーの枠組み
「バーゼルⅢ」では、プロシクリカリティを抑制するように、前述した自己資本の
最低水準を上回るレベルの資本の積立てを促進したり、積み立てた資本を柔軟に取り
崩したりするような枠組み（資本バッファー）を用意している。1 つは、損失によっ
て資本が取り崩されるストレス時に取崩し可能な資本の積立（「資本保全バッファー
118 IASB では、IAS 第 39 号の IFRS 第 9 号への全面的な置き換えプロジェクトを行っている
途上であり、そのフェーズ 2 において金融資産の減損を扱っており、その最初の公開草案では
期待損失アプローチが提案された。その後、2011 年 1 月に公表された再公開草案では、その
一部に期間比例アプローチを採るなどの変更が提案されている。
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119」）」であり、もう 1 つは、過剰な総与信の増加等による銀行システム全体のリス
クの積み上がりに対し、銀行セクターを将来的な損失から守るために資本の積立てを
求める「カウンターシクリカルな資本バッファー」である。
④ レバレッジ比率規制
今般の世界金融危機では、「バーゼルⅡ」に基づく自己資本比率の水準は十分であ
ったが、過度なレバレッジの金融機関が急速にレバレッジを解消させるプロセスが危
機悪化の要因となったとの指摘がなされていることを踏まえ、バーゼル委員会は、現
行のリスクベースの自己資本比率規制を補完する役割を期待する規制として、リスク
ベースではない数値を用いた「レバレッジ比率規制」を導入することとした。具体的
には、分子である自己資本を TierⅠ資本とし、分母（エクスポージャー）を会計上の
貸借対照表上の総資産にオフバランス項目を加えたものとするものである。
第 3 節 「税効果会計」を巡る企業会計制度と銀行規制との関係
本節では、第 1 節で述べた世界金融危機に伴う金融資本市場の混乱を背景に、「税効果
会計」に関して企業会計制度と銀行規制が、それぞれどのように対応してきたのかを整理
することとする。
第１項 企業会計制度の動向
今般の世界金融危機は、米国のサブプライムローン問題に端を発し、その後、証券化等
の金融技術の発展等もあって、危機が全世界に拡大した。そのため、金融商品の 1 つであ
る ABS や CDO といった証券化商品に関する評価、すなわち、金融商品の時価の算定や、
減損認識のタイミングといった、金融商品会計に関する対応が図られた（前節第 1 項参照）。
一方、税効果会計に関しては、その目的が企業会計と税務との調整であり、そのことは
金融危機の前後において変わっておらず、税効果会計自体が問題となることはなかった。
そのため企業会計制度は、税効果会計に関する特段の対応を行っていない。
第２項 銀行規制の動向
これまでのところ世界金融危機によって国内銀行の不良債権が顕著に増加するといっ
た現象は現れてはいないものの、与信関係費用が増加したほか、株価についても、リーマ
ンショック後の下落幅は大きく、主要行等のその他有価証券評価差額金の合計は、2008
119 平時から普通株等 TierⅠの最低基準を上回るように、資本の社外流出を抑制し、内部留保
を促進する仕組みのこと。
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年 3 月期の 2.3 兆円（評価益）から 2009 年 3 月期には▲1.7 兆円（評価損）120となった。
このため、繰延税金資産についても相応に増加したものと考えられ、資産としての脆弱性
が認められる繰延税金資産の増加は、銀行の健全性を測る基準である自己資本比率規制に
おいて、何らかの対応が必要となることも考えられる。
しかしながら、日本では、こうした繰延税金資産の脆弱性に対して、2003 年 10 月には
情報開示の拡充が、また、2005 年 9 月には主要行について自己資本比率規制における繰
延税金資産の適正化が図られるなど、自己資本比率規制上の対応は一定程度実施されてい
た（第 3 章第 3 節第 2 項参照）。このため、日本国内の銀行規制では、税効果会計に関し
て今般の世界金融危機を踏まえた特段の対応は行われていない。
一方、国際的な銀行規制に目を向けると、前節第 2 項でみたとおり、「バーゼルⅢテキ
スト」の資本の定義（規制上の調整・控除項目）の見直しを通じて、銀行規制の目的に照
らし、自己資本比率規制上の対応を図ろうとしている。すなわち、「バーゼルⅡ」におい
て控除項目とされていなかった繰延税金資産について、企業会計と税務の一時差異に基づ
くものに限ったうえで「普通株等 TierⅠ」の 10％までに算入を制限するとしているので
ある。さらに、繰延税金資産と「他の金融機関への 10％超普通株出資」等を合算して「普
通株等 TierⅠ」の 15％までに算入を制限するとしている。
第 4 節 「世界金融危機以降」の両者の関係 （小括）
第１項 「金融商品会計」を巡る両者の関係
(1) 「金融資産の時価の算定」及び「債券の保有目的区分の変更」
第 2 節第 1 項で触れたように、世界金融危機に伴う金融市場の混乱が続く中、実務対
応報告第 25 号が公表され、市場価格がある場合でも、実際の売買事例が極めて少ない
金融資産などについては市場価格を時価とみなせないとし、その場合の時価は合理的に
算定された価額によることや、合理的に算定する際の留意事項の確認が行われている。
これについては、金融資産の時価評価に関する確認的なものと位置づけられ、企業会
計制度が銀行を救済するため、あるいは、銀行規制の状況を考慮して、金融資本市場の
混乱等により、市場価格が著しく下落した金融資産に関する時価評価を凍結したという
120 金融庁「主要行等の平成 23 年 3 月期決算状況【単体】＜速報ベース＞」参照。
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類の対応ではなかったと考えられる121。
また、実務対応報告第 26 号により、「債券の保有目的区分の変更」については、当
面の間、現行の基準から離脱する取扱いを採用すること決定し、売買目的有価証券やそ
の他有価証券に分類している債券を満期保有目的の債券に振り替えられることとなっ
た。
これについては、当初予定していた 2010 年 3 月末までという適用期間の満了に伴い、
その取扱いを現行基準に戻していることを踏まえると、自ら定めたルールを一時的に適
用しないための取扱いであったと考えられ、実務対応報告を公表した理由やそれによる
影響を確認する必要がある。
まず、現行の「金融商品に関する会計基準」においては、金融商品の評価は時価を基
本としつつも、企業の保有目的に鑑み、実質的に価格変動リスクを認める必要のない場
合や直ちに売買・換金を行うことに事業遂行上等の制約がある場合が考えられるとし、
そのような場合には保有目的に応じた評価122を行うこととされている。こうした観点か
ら考えれば、実務対応報告第 26 号において示していたように、例えば、想定し得なか
った市場環境の著しい変化によって市場の流動性が極端に低下し、売買目的有価証券と
して保有していた有価証券について、もはや時価の変動により利益を得ることを目的と
しないこととした場合などには、そのような保有目的の変更を認め、保有目的に応じた
評価方法による処理をすべきであるとも考えられる。
しかしながら、現行基準では、このように保有目的区分を経営者の意図により変更で
きるという考え方を採用した場合、経営者による判断の恣意性を排除できないとして、
保有目的区分の変更を原則として認めない厳格なルールを採用している。実務対応報告
第 26 号についても、当初予定していた期間の満了に伴い、その取扱いを廃止している
ことを踏まえれば、現行基準の考え方は依然として支持されていると考えられる。
また、会計基準は、通常の市場環境下におけるルールであって、異常な市場環境下で
は、それに対応する臨時的なルールを定めることも必要な場合があるという主張もある
121 ただし、実務対応報告第 25 号の公表を受けて、多くの銀行が、2009 年 3 月期に、その他
有価証券として保有する変動利付国債の評価手法を従来の市場価格による評価から合理的に
算定された価額に変更しており、それにより、その他有価証券の貸借対照表価額が増加した事
実があることには留意が必要である。例えば、東洋経済新報社「金融ビジネス（Summer 2009）」
p35、参照。
122 償却原価を含む取得原価による評価や、時価で評価するものの、その評価差額については
その期の損益とせず、税効果を調整の上、純資産の部に計上する処理方法がある。
-71-
かもしれない。しかしながら、このような主張は、予め異常な市場環境を想定し、それ
に応じた基準を設定しておくことが、実務上、極めて困難であるほか、仮に具体的には
異常な環境を想定せず、ただ漠然と異常事態が発生した場合に的確な対応を行うと規定
するとしても、何をもって異常と捉えるのかの判断が難しく、また、異常な状況下にお
いて、短期間で的確な基準設定を行うことは困難であると考えられる。
さらに、投資家が、通常の市場環境下における会計基準が企業の財務実態を的確に表
現していると考えていれば、緊急避難的な会計基準の変更を行っても、投資家はその影
響を勘案して企業を評価することになり、結果として、そのような会計基準の変更は基
準設定主体への信頼性を損なう効果しかもたらさないとも考えられる。
以上の観点から考えれば、実務対応報告第 26 号を巡る企業会計制度の対応は、自ら
の目的に則したものとは考えられず、金融危機と実体経済の悪化に対する G20 などの国
際的な政治対応や、それを受けた銀行規制を含む日本政府、あるいは、銀行を含む経済
界などからの要請により行った対応と考えられる123。
(2) 自己資本比率規制の一部弾力化
第 2 節第 2 項で触れたように、銀行規制は、2008 年 10 月に自己資本比率規制の一部
弾力化として、自己資本比率規制におけるその他有価証券評価差額金に関する従来の取
扱いを当面の間変更し、その他有価証券評価差額金を自己資本に反映させないこととし
た124。これについては、リーマンショック後の株価下落局面での対応であることを踏ま
えると、規制上の自己資本に有価証券評価差額を含むことによってプロシクリカリティ
が増長される懸念を回避するために実施されたと考えられ、このことは、銀行規制の目
的の 1 つである金融の円滑化を達成することを重視した総合的な判断であると考えられ
る。
他方、銀行の経営の健全性を早期にチェックし是正を求めるといった「早期是正措置」
の導入理由に照らして考えれば、自己資本比率規制上の自己資本に評価損を反映させな
いとする取扱いの変更により、銀行の自己資本比率が的確に表示されず、銀行の経営実
123 これについては、実務対応報告第 26 号の「目的 1．」による記載からも窺うことができる。
すなわち、IASB が IFRS 第 7 号を改訂したことに伴い、債券の保有目的区分の変更に関して、
「我が国においても早急に対応すべきという意見が多いことから、当委員会では、本実務対応
報告において、当面必要と考えられる取扱いを次のように示すこととした。」と記載されてい
るのである。
124 ただし、国際統一基準行については、株式・社債等に係る評価差額は従来通りの取扱いと
されている（前掲「表 12 自己資本比率規制の一部弾力化の概要」参照）。
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態を踏まえた改善への取組みを遅らせることになるのではないかという懸念も存在し
ていたと考えられる125。
ただ、いずれにしても、日本国内において銀行規制が行った自己資本比率規制の一部
弾力化については、銀行規制の複数ある目的を総合的に達成するという判断のもと、銀
行規制が、会計情報を加工して利用した事例であることに違いはないと考えられる。
(3) 「普通株等 TierⅠ」における「その他の包括利益累計額（AOCI）」の取扱い
世界金融危機に伴い金融資本市場が混乱する中、第 2 節第 2 項で触れたように、バー
ゼル委員会は、「バーゼルⅡ」の枠組みの強化と並行して、国際的に活動する銀行の自
己資本及び流動性に係る新たな規制の枠組みである「バーゼルⅢ」を公表するに至った。
「バーゼルⅢ」では、自己資本の算入要件をその質に応じて見直し、損失吸収力が十
分である普通株式や各種準備金などで構成される「普通株等 TierⅠ」、一定の条件を満
たした優先株などから構成される「その他 TierⅠ」、一定の条件を満たした劣後債や劣
後ローンなどから構成される「TierⅡ」とに再分類した。また、資本の定義についても
見直しが行われ、例えば、「他の金融機関への 10%超の普通株の出資」は一部を除き「普
通株等 TierⅠ」から控除されるなど、資本控除の範囲も広がっている。こうした銀行規
制の考え方は、企業会計制度の提供する会計情報を前提としつつも独自の目的を達成す
る観点から、会計情報を加工して利用しようとするものと考えられる。
しかしながら、第 2 節第 2 項で示したように、「普通株等 TierⅠ」の構成要素に、そ
の他有価証券の評価差額などから構成される AOCI を含むことについては、それによる
影響や算入の理由を確認する必要があると考える。なぜなら、損失吸収能力という意味
では、清算時に実現させることによって株主資本を増減させる（AOCI を株主資本に振
り替える）ことになる AOCI を「普通株等 TierⅠ」に含めるという考え方は理解できる
ものの、AOCI を構成する要素は様々であり、現時点において、その概念的基礎が必ず
しも整理されているとはいえないからである126。
すなわち、AOCI を構成する項目のうち、その他有価証券に係る時価評価差額は、一
般に景気の動向に強く左右されると考えられており、それを「普通株等 TierⅠ」に含む
125 例えば、前掲「金融ビジネス（Summer 2009）」p35 では、こうした自己資本比率規制の
一部弾力化措置が各銀行の自己資本比率にどのような影響を及ぼしたかを個別に試算し、表と
してまとめている。そのほか、佐藤[2010]ｐ9-ｐ11、参照。
126 この点については、「[秋葉 2011a]第 5 章 IFRSの考え方とその背景⑵―資産負債アプロー
チと包括利益」、参照。
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ことによって、プロシクリカリティを増長することにつながりかねないという問題を有
していると考えられる。また、ASBJ が 2010 年 3 月に公表した、企業会計基準公開草
案第 39 号「退職給付に関する会計基準（案）」によれば、「数理計算上の差異127」に
ついて OCI を通じて AOCI に計上することが提案されており128、このような損益とし
て実現していない未確定な要素を「普通株等 TierⅠ」に計上することになれば、自己資
本比率規制上の自己資本の変動可能性を高めてしまうことになると考えられるのであ
る。
このように、様々な要素で構成され、かつ、その概念的基礎も整理されていない AOCI
を例外なく「普通株等 TierⅠ」に含める理由は、バーゼル委員会などの公表文書からは
定かではない。仮に、バーゼル委員会の意図するところが、企業会計上の純資産と自己
資本比率規制上の自己資本との整合性を図ろうとするものならば、そのような整合性の
確保は銀行規制として会計情報をそのまま利用することによる弊害が認められないか、
あるいは僅少な場合に限って行うべきであると考えられる。
以上を踏まえれば、AOCI を例外なく「普通株等 TierⅠ」に含めることは、プロシク
リカリティの抑制の観点や、自己資本比率規制上の自己資本の変動可能性を小さくすべ
きであるという観点から、再考を要すると考えられる。
第２項 「税効果会計」を巡る両者の関係
今般の世界金融危機によって、日本国内の銀行規制は特段の対応を行っていない。これ
は、前節第 2 項で触れたように、日本では繰延税金資産の脆弱性についてすでに一定程度
の対応が行われていたためと考えられる。それに対して、国際的な銀行規制は「バーゼル
Ⅲ」を公表し、繰延税金資産の自己資本への算入を制限する旨の見直しを実施することと
している。このことは、銀行規制が、企業会計制度により提供される会計情報を前提とし
つつも、その独自の目的を達成するために、企業会計制度とは異なる基準を定めた例であ
ると考えられる。
一方、企業会計制度は、今般の世界金融危機を経ても、税効果会計に関する見直しを行
っていない。これは、税効果会計が企業会計と税務との差異を調整するものであり、その
127 「数理計算上の差異」は、退職給付債務及び年金資産に関する①実績による修正（事前の
数理計算上の仮定と実際の結果との差異の影響）と、②数理計算上の仮定の変更の影響からな
る。[秋葉 2011a]
128なお、IASB は、2011 年 6 月に IAS 第 19 号「従業員給付」を改訂し、「数理計算上の差異」
については OCI として計上し、その後、リサイクリングしないとしている。
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役割自体に変化がないためと考えられる。また日本国内では、1998 年の「税効果会計に係
る会計基準」の設定から 2000 年代前半の銀行の不良債権問題への対処を通じて、繰延税
金資産の回収可能性については、委員会報告第 66 号の公表などにより既に対応していた
ことも理由の一つになっていると考えられる。
ただし、欧米諸国においては、今般の世界金融危機の影響による多額の税務上の繰越欠
損金（Tax loss carry-forwards）の発生などによって、繰延税金資産の額及び評価性引当額
（Valuation allowance）が大きく増加している銀行も存在している129。このような状況に
鑑みると、今後、国際的には、繰延税金資産の回収可能性の判断に関する何らかの指針が
示されることも考えられる。
129 例えば、UBS 銀行（Union Bank of Switzerland）のアニュアルレポート（2008）による
と、米国やスイスにおける税務上の繰越欠損金の計上などを原因として、2008 年度の繰延税
金資産の額が、前年度に比べて 20,457 百万スイスフラン（CHF）増加し 35,234 百万 CHF と
なったほか、評価性引当額についても、対前年度比▲14,797 百万 CHF の▲26,354 百万 CHF
となっている。このため、資産として認識した繰延税金資産の額も、前年度に比べて 5,660 百
万 CHF 増加し 8,880 百万 CHF となっている。
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第 5 章 終わりに
第 1 節 総括
本論文では、金融ビッグバン以降、その制度を大きく変革させてきた企業会計について、
特に「金融商品会計」及び「税効果会計」に焦点を当てて、その動向を確認してきた。ま
た、企業会計制度の提供する会計情報を利用している銀行規制について、自己資本比率規
制を中心にどのような観点から制度の見直しが実施されてきたか確認してきた。そして、
それらの確認を通じて、「金融商品会計」及び「税効果会計」という分野における企業会
計制度と銀行規制との関連性について検討してきた（「表 14 金融商品会計を巡る動向
（概略）」及び、「表 15 税効果会計を巡る動向（概略）」参照）。
具体的には、まず第 1 章において、企業会計制度と銀行規制との目的の違いを明らかに
し、その違いから導かれる両者の関係を仮説として位置付けた。すなわち、企業会計制度
の目的である投資家の意思決定に有用な情報提供を行うために、「意思決定との関連性」
及び「信頼性」といった特性を満たすような会計情報が提供されていることを明らかにす
る一方、そうした会計情報を利用する立場にある銀行規制が、信用秩序の維持などの異な
る目的を有しており、保守性あるいは保守的思考といった特性を備えた情報を重視する傾
向にあることを明らかにした。こうした目的や特性の違いから、銀行規制は、企業会計制
度の提供する会計情報を前提としつつも、必要な加工を行ったうえでそれを利用するとい
う両者の関係を導き、それを仮説として位置付けたのである。
次に第 2 章以下では、金融ビッグバン以降の歴史的な事実に則して両者の変革の状況を
確認してきた。そこでは、それぞれが行ってきた変革の事実が、第 1 章で仮説として位置
付けた両者の関係に沿ったものだったのかを検討してきた。
具体的には、金融ビッグバン自体を取り上げた第 2 章では、1999 年 1 月に公表された
「金融商品に係る会計基準」が、企業会計制度の目的である情報提供を重視して設定され
たものであり、企業会計制度がその目的を達成するために行った対応であったことを確認
した。また、銀行規制も、「バーゼルⅠ」の本格適用から「早期是正措置」の導入にいた
る過程の確認を通じて、自己資本比率規制上の資本の定義や資産（リスクアセット）の評
価について、企業会計制度の提供する会計情報を前提としつつも、独自の目的に照らして
必要な加工を行ったうえで利用していたことを明らかにした。
また、「税効果会計」については、その必要性が企業会計と税務との調整であることに
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着目し、企業会計制度がその調整を図るために「税効果会計に係る会計基準」を設定した
ことは、企業会計制度の目的に照らし妥当な対応であったことを確認した。その際、同基
準の早期適用を巡り、自己資本比率が低下していた当時の銀行の状況に配慮したのか検討
した。その結果、銀行規制として、不良債権問題の解決と金融システムの安定化を同時に
達成するために、同基準の早期適用を望んでいたとは考えられるものの、会計情報が企業
会計と税務との差異により企業の財務実態とかけ離れた状況にある場合には、それを早期
に是正することは企業会計制度として当然行うべき対応であったと結論付けた。
続いて第 3 章では、2000 年から 2007 年までの状況を取り上げた。その前半時期は、銀
行の不良債権問題が経済上の大きな問題とされた時期であった。そのため銀行規制は、保
守性あるいは保守的思考といった特性を有する情報を重視する傾向を強めつつ、不良債権
処理を推進していった。一方、企業会計制度も基本的には自らの目的に照らし必要な対応
を行ったが、こうした銀行規制の保守的な態度を背景にして、貸倒引当金の DCF 法に関
する将来キャッシュ・フローの見積りの不確実性をより保守的に検証する旨の監査上の留
意事項を公表した。これについては、投資家の意思決定に有用な情報を提供するという企
業会計制度の目的から必要となる対応であったとは説明し難いことを述べた。
また、この時代の後半時期における経済上の大きな問題となっていた繰延税金資産の回
収可能性の問題については、2000 年代前半の積極的な不良債権処理の結果、繰延税金資産
が多額に積み上がったと考えられており、銀行規制は、その目的を踏まえて会計情報に必
要な加工を行う観点から、自己資本比率規制上の算入の適正化などに取組んだといえる。
一方、企業会計制度は、繰延税金資産を保守的に、あるいは、慎重に計上すべきとする文
書を JICPA の会長通牒として公表した。これについても、DCF 法と同様、企業会計制度
の目的から必要となる会計情報の特性を満たす対応であったとは説明し難いことを述べた。
もっとも、企業会計制度が自らの目的である投資家への情報提供を踏まえた対応を行った
事実があることも確認した。
第 4 章では、2007 年秋に始まった世界金融危機以降の状況を取り上げた。ここでの主
な論点は、危機に際して緊急的に行った対応の妥当性の検討と、危機を踏まえた制度の再
設計に関する検討であった。緊急的な対応として企業会計制度は、「金融資産の時価の算
定」に関する再確認の実施（実務対応報告第 25 号）や、「債券の保有目的区分の変更」
に関する当面の取扱いの設定（実務対応報告第 26 号）を行った。このうち後者について
は、一定期間の経過後、当該取扱いを現行基準に戻していることなどから、企業会計制度
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の目的に照らして必要な対応を行ったとは考えられないと結論付けた。
一方、銀行規制は、自己資本比率規制の一部弾力化として、その他有価証券評価差額金
に関する取扱いを当面の間、現行基準から変更するなどの対応をとった。こうした取扱い
の変更は、「早期是正措置」を導入した理由から考えると疑問なしとしないが、銀行規制
の目的として信用秩序の維持や預金者保護のほか金融の円滑化もある中で、それらを同時
に達成することを意図した総合的な判断であったと考えるとともに、企業会計制度との関
係でみると、いずれにしても銀行規制が会計情報を前提に必要な加工を行ってそれを利用
した例であることを述べた。
また、危機を踏まえた制度の再設計に関して銀行規制は、「バーゼルⅢ」として新たな
自己資本比率規制の枠組みを導入しようとしているが、そうした取組みのうち「普通株等
TierⅠ」に AOCI を含むことの是非について検討した。このことは、今般の世界金融危機
を踏まえて反省すべき点の一つと考えられている自己資本比率規制のもつプロシクリカリ
ティを抑制するという観点や、自己資本比率規制上の自己資本の変動性を小さくすべきと
の観点からは妥当ではないのではないかとの考えを述べた。
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表 14 金融商品会計を巡る動向（概略）
時期 企業会計制度 銀行規制 両者の関係
1997
～
1999
企業会計審議会が論点
整理を公表（1997 年）。
情報提供の観点から、「金
融商品に係る会計基準」
を設定し、有価証券の時
価評価や貸付金等の貸倒
引当金の計上基準などを
整備した。
本格導入した自己資本
比率規制（バーゼルⅠ）に
ついて、自己資本の範囲や
リスクアセットの評価に
ついて、会計情報を前提と
しつつも、独自の算定方法
を定めた。
両 者 の 目 的 に 応 じ
て、それぞれの役割を
果たすために、必要な
制度設計を行ったと考
えられる。
整備された金融商品会
計基準のほか、同年に公
表された金融検査マニュ
アルとの調和を図るた
め、「4号実務指針」の改
定を実施した。
金融検査マニュアルを
公表し、銀行等の自己査定
に関する基準の適切性や
貸倒引当金等の適切な見
積りに関する検証項目を
明らかにした。
緊迫した金融経済情
勢の中で、両者が連携
し、同水準の基準を共
有することとしたと考
えられる。
2003
～
2005
貸倒引当金のDCF法
に関して、監査上の留意
事項を公表し、将来キャ
ッシュ・フローの見積り
の不確実性等について、
保守的な判断を行うよう
監査人に要請した。
「金融再生プログラム」
において、それまで明確に
金融検査マニュアルに規
定していなかった DCF 法
の採用を決定するなど、保
守性を強め、不良債権処理
を促進した。
銀行規制は、自らの
目的を達成するための
対応を実施した。
一方、企業会計制度
は、必ずしも自らの目
的に沿わない対応も行
ったと考えられる。
2008
～
2010
世界金融危機を踏ま
え、金融資産の時価の取
扱いを再確認した（実務
対応報告第25号）。
自己資本比率規制の一
部弾力化として、当面の
間、有価証券評価差額の一
部を自己資本比率算定上
の自己資本に算入しない
旨を決定した。
両 者 の 目 的 に 応 じ
て、それぞれの役割を
果たすために、必要な
対応を行ったと考えら
れる。
「債券の保有目的区分
の変更」について当面の
取扱い（実務対応報告第
26号）を定め、当面の間、
一定の要件を満たす稀な
場合には、債券の保有目
的区分の変更ができるこ
ととした。
なお、当該当面の取扱
いは、2010年3月末をも
って廃止された。
「バーゼルⅢ」において
資本の定義等の見直しを
実施し、その中で、AOCI
を「普通株等 TierⅠ」に含
めるとした。
企業会計制度の「債
券の保有目的区分の変
更」に関する対応は、
自らの目的に沿ったも
のとは説明し難い。
ま た 、 銀 行 規 制 の
AOCI を「普通株等 Tier
Ⅰ」に含める対応は、
自己資本の変動性を高
める等の観点から妥当
とはいえない。
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表 15 税効果会計を巡る動向（概略）
時期 企業会計制度 銀行規制 連携状況
1998
法人税等を控除する
前の企業会計上の利益
と、法人税等の額とを合
理的に対応させるため
に、「税効果会計に係る
会計基準」を導入した。
早期是正措置の導入目
的が、金融機関を破綻に
追い込むことではないこ
とから、不良債権処理を
加速しつつ金融機関の健
全性確保を図る制度の早
期導入を望んでいた。
制度導入にあたって、銀
行規制の前向きな姿勢は
あったと考えられるもの
の、企業会計制度としても
税務との調整の関係から
制度導入の必要性があっ
たと考えられる。
2002
～
2005
企業会計と税務との
調整の観点から、企業会
計制度として税効果会
計が必要であることに
変わりはなく、特段の対
応を行っていない。
「金融再生プログラ
ム」において、自己資本
比率規制における繰延税
金資産の算入の適正化が
求められ、金融審議会に
おいて、銀行規制上の措
置を検討。
企業会計制度から提供
される会計情報を、銀行規
制がどのように利用する
かという銀行規制の問題
として検討された。
2003年2月、JICPAの会
長通牒が公表され、主要
行の監査人に対し、委員
会報告第66号の、より一
層の厳正な運用が要請
された。
2003 年 10 月、金融庁
から主要行に対し、「繰延
税金資産の情報開示の拡
充」が要請された。
企業会計制度により提
供される会計情報を前提
としつつも、銀行規制がそ
の目的に照らし、必要な加
工を行って利用したもの
あり、銀行規制は、自らの
目的を達成するための対
応を実施した。
一方、企業会計制度は、
必ずしも自らの目的に沿
わない対応を行ったと考
えられる。
自己資本比率規制上、
繰延税金資産の計上につ
いては、規制当局が算入
の適正化を行うことが適
当であるとの金融審議会
の答申を受け、2006 年 3
月期より、主要行に対し
て繰延税金資産の算入制
限が設けられた。
2010
企業会計と税務との
調整の観点から、企業会
計制度として税効果会
計が必要であることに
変わりはなく、特段の対
応を行っていない。
「バーゼルⅢ」において、
繰延税金資産の自己資本
への算入制限が設けられ
ることとなった。
企業会計制度により提供
される会計情報を前提と
しつつも、銀行規制がその
目的に照らし、必要な加工
を行った例と考えられる。
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第 2 節 結論
以上のとおり、第 2 章から第 4 章を通じて確認した企業会計制度と銀行規制に関する歴
史的事実から明らかになった両者の関係は、第 1 章で仮説と位置付けた関係と概ね整合的
であったと考えられる。これは、企業会計制度と銀行規制のそれぞれが、その目的を明確
に定め、それを実現するために活動していることの現れであると考えられる。また、金融
ビッグバン以降「金融商品会計」及び「税効果会計」に関して、企業会計制度と銀行規制
との立場が基本的には一致していたことも背景にあるように思われる。特に、これらの会
計基準の設定当時（1998 年から 1999 年）は、日本のディスクロージャー制度を刷新する
という状況でもあり、新制度導入に向けて両者の立場が一致していたように思われるので
ある。
一方、両者の目的の違いにより、本来、銀行規制において会計情報に必要な加工を行っ
て利用すべき場合に、企業会計制度のほうが銀行規制に配慮しているかのような対応をと
った事例も確認された。すなわち、第 3 章で述べた、貸倒引当金の DCF 法や繰延税金資
産の回収可能性についての企業会計制度による保守的な観点からの対応や、第 4 章で述べ
た、「債券の保有目的区分の変更」についての企業会計制度の目的に沿わない対応である。
企業会計制度による保守的な対応については、社会経済上の 1 セクターに過ぎない銀行
セクターが社会経済全体に大きな影響を及ぼしたことが背景にあると考えられる。そうし
た中で企業会計制度は、銀行規制の主体である金融庁のみならず、当時の小泉総理大臣を
はじめとする政府部門からの強い影響を受けていたと考えられるのである。景気低迷等を
背景にした政府部門や経済界からの様々な要請のすべてに対して、企業会計制度が、投資
家の意思決定に有用な情報を提供することを犠牲にして対応したわけではなかったが、本
件については、企業会計制度の目的の観点からは必ずしも必要性の高くない対応を行った
と考えられる。
また、世界金融危機時における企業会計制度の目的に沿わない対応についても、国際的
な政治対応や経済界から強い要望が寄せられる中、企業会計制度がその主要な目的である
情報提供に資する対応をとること、すなわち、この場合には景気動向や株価に応じて会計
基準を変更しないという判断を行うことを困難にしたと考えられる。
こうした問題点については、企業会計制度が自らの主たる目的である投資家への情報提
供を果たすために必要となる独立性、あるいは、中立性の観点から改善の必要があると考
えられるが、企業会計制度も広く社会経済の一部であることを踏まえると、そこから完全
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に独立した立場で対応することは困難であり、また、その必要があるとは必ずしもいえな
いと考えられる。本論文で取り扱うことはできないが、今後、こうした企業会計制度に係
る制約条件を考慮しつつ、可能な限りその独立性、あるいは、中立性を確保するあり方を
検討していく必要があると考えられる。
他方、銀行規制は、金融ビッグバン以降、基本的には企業会計制度の提供する会計情報
を前提としつつも、自らの目的に照らして必要な加工を行ったうえで会計情報を利用して
きたと考えられる。ただし、今般の世界金融危機を踏まえた制度の再設計である「バーゼ
ルⅢ」において AOCI を例外なく「普通株等 TierⅠ」に含める取扱いについては、プロシ
クリカリティの抑制や、自己資本比率規制上の自己資本の変動可能性を高めることになる
等の観点から考えると、会計情報、あるいは、その前提である会計基準についての十分な
理解がないまま決定したものと考えざるを得ない。
こうした問題を惹起しないためには、会計情報を利用するにあたって、企業会計制度の
目的を十分に理解したうえで、銀行規制の目的に照らし必要となる加工がないか不断の見
直しを行う必要があると考えられる。と同時に、銀行規制は、自らの目的達成のために、
企業会計制度に対し、その目的に沿わない対応の実施を強く働き掛けることは慎むべきで
あると考えられる。
第 3 節 今後の課題
最後になるが、本論文では、企業会計制度と銀行規制との関係を考察するにあたり、銀
行規制に大きな影響を及ぼすと考えられるものとして「金融商品会計」及び「税効果会計」
に焦点をあてた。しかしながら、例えば、連結会計など、企業会計上の他の論点に焦点を
当てた場合には、銀行規制との関係において本論文とは異なる結論に至りうるとも考えら
れるため、企業会計上の他の論点と銀行規制との関係についても検討する必要があると思
われる。
また、本論文で焦点を当てた「金融商品会計」及び「税効果会計」については、例えば、
会社法や税務など、企業会計制度に影響を及ぼす他の規制等も複数存在すると考えられる
ため、企業会計制度が銀行規制以外の他の規制等から受ける影響について検討することも、
企業会計制度の独立性、あるいは、中立性を確認する観点から有用であると考えられる。
なお、本論文では、企業会計制度の目的を情報提供目的と利害調整目的とに分け、前者
を主要な目的として、後者を副次的な目的として位置付けたうえで、企業会計制度は主要
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な目的である情報提供に資するよう行動すべきであるとの仮定をおいた。そのため、情報
提供目的を犠牲にするような利害調整目的の観点からの影響は、企業会計制度の独立性、
あるいは、中立性を確保するうえで望ましくないものとして議論を進めたが、仮に、情報
提供機能と利害調整機能は一体不可分であり、したがって、企業会計制度はそのいずれに
も資することを目指すべきであると仮定した場合には、結論も変わりうることを付言して
おく。
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